
 

日時：令和５年 11月 30日（木） 
13:15 ～ 15:15     

  場所：ロイヤルホールヨコハマ ２階 
 

第２回 横浜市山下ふ頭再開発検討委員会 学識者会合 

 

次  第 

１ 議 事 

(1) 前回学識者会合後の市民意見等 

(2) ファクトシートの説明 

・「横浜港の国際競争力強化に向けた取組」について 

・委員長からの報告 

(3) 委員からのプレゼンテーション 

  (4)  意見交換 

２ その他 

 

 

 

 

【配付資料】 

 資料１：横浜市山下ふ頭再開発検討委員会 学識者会合 名簿 

資料２：横浜市山下ふ頭再開発検討委員会 学識者会合 座席表 

資料３：前回学識者会合後の市民意見等 

 資料４：ファクトシート【横浜港取組編】 

 資料５：委員長報告資料 

 

参考資料：日本インフラの体力診断 
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経営、教育 神奈川大学理事長 

今村
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と し お

 都市開発 株式会社東急総合研究所代表取締役会長 
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う ち だ

 裕子
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 イノベーション、経済、経営 経済ジャーナリスト、イノベディア代表 
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か わ の

 真理子
ま り こ

 国際法、海洋政策 早稲田大学法学学術院教授 

北山
きたやま

 恒
こう

 都市理論、建築デザイン 建築家、横浜国立大学名誉教授 

隈
くま

 研
けん

吾
ご

建築 建築家、東京大学特別教授・名誉教授 

幸田
こ う だ

 雅
まさ

治
はる

 住民自治 神奈川大学法学部教授 

 観光 株式会社小西美術工藝社代表取締役社長 

寺島
てらしま

 実郎
じつろう

 社会科学、地政学 一般財団法人日本総合研究所会長、多摩大学学長 

平尾
ひ ら お

 光司
こ う じ

 地域経済、イノベーション、ベンチャー 専修大学社会科学研究所研究参与、昭和女子大学名誉理事 

村木
む ら き

 美
み

貴
き

都市計画、脱炭素型都市づくり 千葉大学大学院工学研究院教授 

涌井
わ く い

 史郎
し ろ う

 造園、都市景観 東京都市大学特別教授 

（五十音順・敬称略） 
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第２回 横浜市山下ふ頭再開発検討委員会 学識者会合

座席表

今村委員

内田委員

北山委員 平尾委員

村木委員

涌井委員

入口
寺島委員長
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山下ふ頭再開発検討委員会 学識者会合（８月開催）後に 

インターネットフォームに寄せられた市民意見等について 

１ 受付期間 

  令和５年８月28日から令和５年11月27日まで 

２ 意見数 

市民意見等は39名から78件の投稿をいただきました。 

※山下ふ頭再開発に関連しない御意見等は、投稿数か

ら除外しています。

３ 御意見の内訳（78件） 

（１）まちづくりの方向性・導入機能等に関する御意見（27件） 

○まちづくりの方向性（17件）

・再開発にあたっては、広域的（東京湾全体、横浜市全体等）な視点での山下ふ頭の位置付けを考え

るべき

・横浜らしい個性ある持続可能な都市像と山下ふ頭のあり方を議論するため、横浜の都市づくりの歴

史をたどり、先人の精神と経験に学ぶべき

・2050年位を目指して、社会情勢に合わせてフレキシブルに対応することが持続的な発展に必要

・企業中心の開発ではなく、市民生活や地域産業にも依拠した開発を検討するべき

・山下埠頭の再開発が日本の未来を切り開くプロジェクトになるよう、最高のプランを提示してもら

いたい

・市民の山下ふ頭の利用を視野に入れることが肝要

・山下ふ頭再開発が横浜の中心の山下町、元町、関内、伊勢佐木、野毛などの賑わいにつながる計画

を望む

・寺島委員長が示した「付加価値」「Fact Sheetで裏付け」「固定観念の打破」の３方針で議論が進む

ことに期待

・世界に誇れるダイナミックな未来像を描いてもらいたい

・再開発にあたっては公共性のない事業に多額の補助金が入らないようにしてもらいたい

・本質的な委員会での議論をオープンにやっていってほしい

・「人間中心の都市」・「持続可能な環境」などを理念として掲げる「都心臨海部・インナーハーバー整

備構想」を参照すべき 

・事業性や収益性に捉われるのではなく、横浜市民にとって快適なまちづくりを目指すべき

・日本でここ独自というものを用意していただきたい。斬新で革新的なアイデアに期待

・市民が幸せな生活を営んでゆくために、夢や希望を抱きながらものを考えるスペースを作っていく

ことの重要性を提案したい                              など

資料３
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○導入機能（10件）

・基礎研究ができる研究開発拠点、技術者・研究者を生み出す教育拠点

・横浜スタジアムが狭いので、大きなスタジアム（野球場）

・子供たちにプロサッカーを近くで見せてあげられるサッカー専用スタジアム

・横浜と強いつながりのあるポケモンなど日本の漫画･アニメ文化を発信するテーマパーク

・横浜にインバウンドを招致するため、ビール工場、ウィスキー蒸留所、ビアホールを集合させたテ

ーマパーク

・横浜の知的財産を確保するための国際図書館、大学機関の誘致

・横浜があらゆる世代にとって魅力的であり続けるために横浜市民の象徴的な場所としての多機能図

書館

・横浜や神奈川の特産品や海鮮市場などが販売できる横浜観光マーケット

・公共財の管理に市民が参画していく現在版の入会地、里山のようなスペース

・横浜の伝統を護る政策に絞ったEuropeの文化を活かしたまちづくり

（２）地域関係団体の参画に関する御意見（10件） 

・６つの地域関係団体は、地元の意見代表として必ず参加すべき

・地元の人々の意見を第一優先で取り入れるべき

・地元の意見を聞かない運営には反対。有識者だけで決めないでほしい

・地域の声は必要だが、利益供与を疑ってしまう人を委員にはして欲しくない

・提示した「地域関係団体」は経済・産業団体であり、市民生活の一部でしかない など 

（３）市民の参加に関する御意見（８件） 

・まちづくりに市民が主体的に参画することで地域主権主義に通じる市民自治を進める

・さまざまなテーマで自主的に活動し、まちづくりや市民生活の課題解決に実践的に携わっている

市民グループの声こそ「新しいまちづくり」に必要

・検討委員会に最初から市民代表を参加させてほしかった

・若い人の感性を取り込むことが不可欠、また、市民参加の各種形態を入れ込んでいくことに集中し

てもらいたい                                    など

（４）その他の御意見・御感想（33件） 

・自由な議論がされそうで、会議全ての動画も公開していて、今後の議論が楽しみ

・寺島さんのリーダーシップに期待する。この学識者会合はなかなか良いと思った

・委員会の内容を後日確認することができ、とても良かった

・市民や市民団体が提出している意見をお示しし、委員会の議論に反映させるべき

・長期的に1000回の市民ミーティングを行う「1000ミーティング」を提案

・各局の課題解決または創造的なプランを創出するため、若いスタッフを集めた組織横断的なチーム

を作る

・カジノ、ギャンブルを検討対象としないことを望む

・瑞穂ふ頭の部隊配備撤回等を検討すべき など 

※御投稿いただいた文章をわかりやすく簡潔な表現とするため、一部修正を行っています
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インターネットフォームに寄せられた投稿一覧

居住 年代 投稿（500文字まで）

1 磯子区 60歳代 地元の意見を聞かない運営には反対です！歴史も将来も有識者だけで決めるのですか？

2 中区 70歳代

寺島委員長が「検討委員会は意思決定機関ではなく、山下ふ頭再開発の方向性を示すだ
け」と言っていました。一人ひとりの委員が自分なりの意見を言っていましたが、残念な
がら、これまで港湾局が実施したワークショップでの市民の意見を知らないようでした。
委員会では、「これまでに市民や事業者の皆様からいただいたご意見・ご提案のまとめ」
が配布されましたが、このようなまとめ方では、各委員が市民がどんなことを考えている
か、一生懸命読んだとしても理解できないと思います。また、事業提案書を提出している
市民や市民団体がいると聞いています。私（▢▢）も山下ふ頭再開発提案を提出していま
す。これらは委員の皆様にそのまま見せればいいだけです。まずは、これを実施していた
だければと思います。

3 市外 20歳代
ポケモンと横浜は強いつながりがあるのでポケモンをテーマにしたエリアを作るのはどう
だろうか？  また、インバウンドを重視するのであれば日本の漫画・アニメ文化を発信す
るテーマパークを作ってはどうか？

4 港北区 60歳代

①議事（３）の「地域関係団体の参加について」北山、涌井両委員、寺島委員長、三人の
話は真っ当です。利益調整組織にならないよう、この委員会は独立していた方がよい、議
論にある程度の方向性が見えた段階で地域の関係者の意見聴取は必要であり合理性がある
が、いつの段階から参加していくかは大事な論点である、行政の方で調整して貰えれば着
地点は見えてくるのではないか。 行政側は、この議論をしっかりと踏まえてまずは学識者
会合での検討の行方を見守って欲しい。 ②委員長から、明治から７７年、敗戦から７７
年、そして２０２３年から７７年が２１世紀最後の年、ここを見据えての「視界と構想
力」が問われている、夢とワクワク感のある選択肢を示していきたい、との気宇壮大な発
言がありました。横浜の歴史から内発的に展開される、世界に誇れるダイナミックな未来
像を描いて貰いたい。 ③委員長から市民参画について、意見を述べるだけでなく、山下埠
頭を支えていく、そのメインテナンスと方向付けに責任を担いながら関わっていく、との
提言がありました。この計画に市民がどう関与していくのかの「手順」については、幸田
委員も言及していました。 期待します。

5 中区 40歳代
自由な議論がされそうであり、会議全ての動画も公開していて、今後の議論が楽しみで
す。今後、本格的に議論を進めてほしい。

6 中区 40歳代
山下埠頭の再開発は、山下埠頭で仕事をして生活をしている人達が、何にするのか決める
のは当然であり、何も関係ない方々が決める方が、我田引水になり山下埠頭と地元横浜の
秩序が壊わされる。地元の人々の意見を第一優先で取り入れるべきである。

7 泉区 50歳代
この委員会は事業予定者を審査決定するものではないので横浜市が選定した６つの地域関
係団体は、地元の意見代表として必ず参加すべきです。

8 南区 70歳代

まず、寺島さんが議長になってよかったと思う。委員会の３つのコンセプトを提示して委
員の発言にフレームを与えたことにより議論が散漫になることを予防した。 委員会の使命
３つのコンセプトは（１）決定を下すのではなく付加価値を与える。（２）事務局は市民
が知るべきファクトシートを提示する。（３）多様な選択肢を提供する。 また、次回の会
議では委員各人は10分間のプレゼンテーションを行うことが提案された。これによって各
人のスタンスや提案がわかりやすくなって議論もスムースに進むだろう。次回が楽しみ
だ。次に事務局から山下埠頭の歴史、現況等の概要説明があった。コンパクトによくまと
まったものだったが、山下埠頭や地域の人々についての記述がなかった。  初回として各
委員の思いを語る場面では上の３つのコンセプトが効いていて聞く側としてわかりやすく
整理しやすいものだった。未来へつなげる、広域連動することなどほとんどの委員が発言
した。 興味深い発言がいくつかあった。平尾さんは、文化的資源の強化、イノベーション
拠点化が見られるが現状はバラバラなのでクラスター化する必要がある。石渡さんの発言
の、点在する文化・歴史を
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居住 年代 投稿（500文字まで）

9 南区 70歳代

（２）ネットワークするハブとして山下埠頭を機能させるというプランに通じる意見だ。
そのためにはまず市民の意見を聞くことと、付け加えた。平尾さんはさらに交通アクセス
は隣接する地域を含めて考える必要がある、とモビリティマネジメントへの言及もあっ
た。「ウォーカブルシティ」のモデル地区として山下埠頭開発を行い、そこから隣接地域
へ広がっていく姿が思い浮かんだ。北山さんが共感できる発言が最も多かった。「船がい
ない水面は寂しい」という感覚が素敵だ。インナーハーバー全体の港湾の変化がほしい。
タワマン林立のみなとみらいは残念。そもそも「再開発」という言葉自体が古い。経済効
率を求めるのではなく、効率は悪いが未来あるプラン、不便で文化的なまちづくりがい
い。「横浜都市（まち）づくり構想」「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」等のビ
ジョンを進めてきた都市デザイン室の機能を復活してほしいと思った。 寺島さんは最後に
各委員の発言を小気味よくまとめた。山下埠頭開発に必要なのは（１）経済・産業・物流
のファンダメンタルの把握（２）22世紀までの未来を見据える（３）広域連動（４）市民
参画（５）引き付ける力、

10 南区 70歳代

（３）ダイナミズム。寺島さんのリーダーシップに大いに期待する。最後に事務局から、
地域団体参画の計画が提示された。一覧※を見ると「地域団体」とは経済団体ばかりだ。
さっそく北山さんから、狭いエリアの利益団体ばかりではだめ、とクレームが出された。
涌井さんからも、スタディ→方向性→地域の意見という順番とそのタイミングが重要、と
いう意見。寺島さんのまとめでも重要項目の一つとして「市民参画」が挙げられている。
この学識者会議はなかなかいいと思った。次の課題は市民参画の具体的な方法だろう。 ※
（関内・関外地区活性化協議会、一般社団法人横浜港振興協会、横浜商工会議所、協同組
合元町エスエス会、横浜港運協会、横浜港運協会）まず事務局は庁内のデータベースを
もっと活用すべきだ。経済局、港湾局だけでなく、各局に人的資源のデータはたくさん構
築されているはずだ、市民局や健康福祉局、スポーツ文化局、環境創造局、都市整備局、
こども青少年局、教育委員会等等、また各区役所から集めるべきだ。組織横断的なチーム
「山下ふ頭再開発協創室」をつくり各局から若いスタッフを集め山下埠頭の活用に向け
て、各局の課題解決または創造的な

11 南区 70歳代

（４）プランを創出する。そこには市民参画が必須となる。各局で市民参加を呼びかけて
もいい。  さらに私は「1000ミーティング」を提案したい。パブコメや町内会経由の公聴
の他に各地で大規模に市民ミーティングを行う仕組みを作るべきだ。１区あたり25箇所で
50回、長期間に渡ってのべ1000回の市民ミーティングを行うことを提案する。370万人に対
して1000回だとのべ3700人。全てというわけにはいかないがかなり網羅できるだろう。規
模やノウハウが必要になるのでそのための機構づくりが必要になると思うが、その仕組み
が構築されたら山下埠頭開発だけでなく、様々なことに有効な市民参画の仕組みと思う。
（了）

12 戸塚区 70歳代

山下埠頭の開発が利権のモザイク画になることを危惧していたので、地域関係団体の委員
の参加を遅らせることに賛成です。 明治維新から７７年で太平洋戦争の終戦、その後７７
年へて今日があり、更に７７年後には２２世紀になる歴史観が提示されました。 横浜の最
初の７７年は文明開化と殖産興業が基本理念であり、戦後の７７年は飛鳥田市政の６大プ
ロジェクトにより今日の横浜が生まれたので、これからの７７年についても明確な理念が
必要だと思います。政府より日本が目指すべき未来社会として、人間中心の社会
（Society5.0）が提示されています。２０４５年には人工知能が人間の知能を凌駕するシ
ンギュラリティが起きると予想されており、人工知能やロボットが社会で活躍するように
なります。 システム設計の方法として、まず理想システムを考え、次に実際に作る現実シ
ステムを設計する考え方があります。最初から各種利権の調整を図るようなシステム設計
では、矮小化された将来性のないシステムになる危険性が大きく、将来の市民の失望を買
うことになります。 山下埠頭の再開発が日本の未来を切り開くプロジェクトになるよう、
最高のプランをご提示下さい。

13 市外 50歳代

横浜スタジアムにベイスターズの応援で通っていますが、昨今、阪神ファンなどビジター
チームとの座席のとりあいで座席が取れないことが多々あります。 また、球場も狭いので
山下ふ頭に大きなスタジアムを作っていただけると有難いです。 関内駅からは遠くなりま
すが、名古屋ドームのように試合ある日は地下鉄の本数を増やすなど工夫すると良いと思
います。  25年もリーグ優勝できないのは選手にとって、球場の環境(練習会場含む）の問
題もあると思います。 ぜひよろしくお願いいたします。
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居住 年代 投稿（500文字まで）

14 中区 30歳代

横浜と横浜市は別物です。まずそこをしっかり認識し区別して考えなさい。 横浜市内には
中区やみなとみらい等の元来からのYOKOHAMAのエリア以外にも、大黒埠頭や鶴見線周辺や
新横浜・羽沢・岸根・第二京浜国道沿い等等 (東海道や稲毛道沿いの江戸時代の旧街は言
及から外しておきました) など多くの開発を必要としている地があります。よって、中区
やみなとみらい等の幕末時代から始まるYOKOHAMAの旧地---山下埠頭も--- においては、そ
れらの伝統を護る制作に絞り、それ以外の無駄な開発は中止したり予算等の制約により十
分な施策が行えないなら中途半端なことをせずに保留しておきなさい。  続く  横浜市と
して収入が必要なのは判りますが、上記の通り他にも開発する場所は沢山ありますから山
下埠頭に拘る理由はありません。

15 中区 30歳代

続き  YOKOHAMAの文化とはEurope居留地の歴史から始まる文化です(居留地に居留できた人
間はEurope諸国に加えAmericanやRussianも含んだそうですが、USAもRussiaも当時とは状
況が大いに異なるため誤解を避けるためEuropeと言います)。      USAに接収されたのは
その後暫く後の事であって、中区にある多くの古い建物や遺構はそのずっと前に存在して
いたものであってUSA遺構ではありません。ましてや中華だったこともありません。中華街
と寿町は戦後に野毛や黄金町の辺りから移されてきたものです。(野毛や横浜道は
YOKOHAMAの外部としています) 港町とかinternationalという説明も多く見かけましたが、
一昔前と今ではinternationalの指すものが変わってしまい、我々YOKOHAMAもどちらを選ぶ
のかの選択を迫られました。 中区の旧地域として選ぶべきなのは一昔前の意味 European
Standardに近い意味の方です。  (逆に言えば横浜市全体ではglobal Standardを目指した
りすればいい--- 新しいのは大黒埠頭や新横浜の方)

16 中区 30歳代

なので、山下埠頭や新山下や根岸住宅跡地では、牧場を作ったり かつての居留地の牧場や
農場を再建したり植林したり地下水の水質を改善したりジェラール瓦工場を再建したりサ
リー・ワイルのレシピを復活させたりしていなさい。寿町は移転させたり野毛や黄金町に
戻しなさい。中華街は新横浜や大黒埠頭や鶴見線浜川崎周辺に移転しなさい。元来の
YOKOHAMAを支えた基盤は居留地のEurope人住民達です。   YOKOHAMAを再興するためにはこ
れに代わる者を取り戻すしかありません。中区(横浜市全体ではダメです中区やみなとみら
いです)ではEurope EUとのコネクションを作り強化する制作や制度を整えなさい。EU民に
限り滞在条件を緩和したり関税を撤廃させたり 職人を誘致したりチーズを作ったりしなさ
い。

17 港北区 50歳代

委員からIRを再考との意見が、ありました。 私は、国会でも参考人として意見を述べた静
岡大学、▢▢教授の話を聞き、自分でも調べて、世界にはすでに魅力的なIRがたくさんあ
り、日本は周回遅れ。カジノのターゲットは、世界の富裕層ではなく、ギャンブル好きな
日本人。IRそのものに反対してきました。それについて横浜市は（カジノはIRのたった
３%」（たった３%でも巨大なものができる）「カジノではない。日本型IR」（IRの収益の
８割はカジノ）。林市長による市民説明会も全く?明になっていない。会場は騒然としてい
ました。それを自民党の市議は、「反対派がうるさくて、?明が聞けない」と、いつも間
違った反論をしてきます。カジノの振り返りも有識者の意見を入れて「市民への?明が足り
なかった」と結論づけられました。横浜市の?明はデータを詐称したものです。令和元年９
月６日本会議。立憲、荻原市議の質疑。私は薬剤師の資格を持っていて、「ギャンブル依
存症に効く薬はない」と言えます。ということは、家庭での治療は非常に難しい。一定期
間の入院を必要とし、対策費がすくないという問題ではありません。
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居住 年代 投稿（500文字まで）

18 港北区 50歳代

市民は本当にIRに反対していたのか。 パブリックコメントを全部確認した市民がいます。
私も街頭にたち署名を集めましたが、横浜市だけではなく、川崎市、相模原市、東京都の
人からも、反対の声を聞きました。女性が主です。ギャンブル依存症のほとんどが男性で
す。ギャンブル依存症の治療は難しいと街のクリニックも言っています。当事者は困らな
い。困るのは家族です。ギャンブルは検討しないでください。 山下ふ頭は市有地で、倉庫
をどかすのにも税金がかかっています。 税収があがると言っても、人々を不幸にする街に
は、すみたくありません。また、すぐ近くに、巨大なギャンブル場があるところに、人は
すみません。ラスベガスは、なにもない砂漠にIR の街ができました。成熟した都市である
横浜市にギャンブル場ができれば、それは成長戦略にはなりません。成長はストップし
て、衰退してしまいます。ギャンブルで税収が上がるわけですから。なにもないところに
つくるべき。シンガポールと横浜市は違います。シンガポールは規制が厳しく、観光には
乏しい国です。シンガポールは都市国家ですが、横浜市は地方都市です。

19 港北区 50歳代

事業者からの提案としてスポーツベッティングもあります。市長は、「市民から理解の得
られないものはやらない」と市議会で言いましたが、 中学校給食も市民の理解が得られて
いないのに、デリバリー弁当。一方的な?明です。おかずが冷たいので、美味しくはありま
せん。検討するとしたら、市民に広く知らせてください。新聞報道、タウン紙など。ス
ポーツベッティングも検討する。これが事実です。市民が反対するであろうことを、市民
の理解が深まっていないと言って、黙っているのは、卑怯。不誠実。 また検討するなら、
有識者の中に地元の寿町支援団体を入れてもらいたい。体をはってカジノを止めたのは、
この支援団体の方々です。▢▢先生からギャンブル依存症等に関する話を聞いてください。
不公平です。

20 中区 40歳代

一部の委員や市民団体の声だけに反応せずに、本質的な委員会での議論をオープンにやっ
ていってほしいです。誰が委員会で発言してもいいはずであり、入る前から言論規制する
のはおかしいと思います。有識者が50年100年先の議論をというが、100年先の予想なん
て、勝手な考えになるので、重点を置き過ぎてもしょうがないと思います。人口予測か
ら、生産年齢人口が減少し、高齢者が多い中でも、次の発展に繋げる場所として、2050年
ぐらいを目指して、社会情勢に合わせてフレキシブルに対応できることが持続的な発展に
必要であるとおもいます。議論を有識者による雲の上のことにして、地元の人々や市民を
排除するといった、現実的な課題から逃げないでほしいです。

21 港北区 60歳代

インナーハーバー地区すなわち内港地区には、瑞穂埠頭があります。大半を米軍が接収し
ていて早期返還が待たれていたところ、今年になり、実戦部隊が配備されることになり、
基地の固定化、恒常化に繋がると懸念されています。検討委員会では、委員の誰からも、
このノースドック問題について言及がありませんでした。港湾機能について、日本全体、
東京湾全体、横浜港全体のファクトと将来展望が不可欠との識見が数多く示されたにも拘
らず、事、瑞穂埠頭地区に関しては、全く触れられないとは残念の極みです。地方自治体
は国の出先機関ではなく、地方は国に隷属する組織でもありません。横浜港が軍港と化す
るのを拱手傍観しているばかりでは、地方自治の名が泣きます。まして、横浜港の管理権
は横浜市長にあります。危険極まりない、米軍ノースドック基地への実戦部隊の配備、こ
れを撤回するように、市長に対して、国への要求を強める勧告の発出も検討委員会の役割
と考えます。

22 港北区 60歳代

既往計画として２０１５年（平成２７）２月策定の「横浜市都心臨海部再生マスタープラ
ン」が挙げられていますが、その僅か５年前、平成22 年3 月に提言された「都心臨海部・
インナーハーバー整備構想」こそ、上位計画として参照すべき構想と考えます。何故なら
ば、その基本理念が、正に現在で打ち立てられるべき理念の先取りであるからです。そし
て、実は、「横浜市都心臨海部再生マスタープラン」にはカジノが取り上げられているか
らでもあります。「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」の掲げる理念は、①人間中
心の都市②持続可能な環境③人材・知財を活かす社会④文化芸術創造都市の更なる展開⑤
市民社会の実現、と今日的課題に正面から答えるものばかりです。明らかに、カジノを含
むＩＲ構想の萌芽が含まれる「横浜市都心臨海部再生マスタープラン」より前の「都心臨
海部・インナーハーバー整備構想」に戻るのが、ポストカジノの山下ふ頭再開発に相応し
い振り返りと言えます。
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居住 年代 投稿（500文字まで）

23 港北区 60歳代

寺島委員長は、明治維新、敗戦、現在、２２世紀という時の流れを視野に入れて構想を立
てていく、と発言していましたが、８月２７日に行われた「みなとから考える横浜のまち
づくり」シンポジウムの対談では、遥か昔に遡っての話が聞けました。 ▢▢氏は、生命誌研
究の泰斗だけに、何と４０億年の生き物の歴史から、▢▢氏にあっても、一万年前の縄文時
代の地歴から説き起こす、という長大な時空を見据えての横浜のまちづくりが語られてい
ました。 「川の上にある」横浜の「内発的展開」の物語を紡いでいくという概念を堅持す
ることで、「市民の共有財産」としての山下埠頭を巨大資本やデベロッパーの金儲けの場
にはさせない。コモン、公共財の管理に市民が参画して行く。文化、芸術、子育て、介護
等の分野で、幾世代にも亘って市民が手を加えながら、共同で使用して維持して行く。い
わば現代版の入会地、里山のような一角を山下埠頭の付け根３haほどのところに設けてい
きたいものです。そこは、AIに負けない、生きものとしての人間の育成と再生が行われる
場所でもあります。まちづくりに市民が主体的に参画することで地域主権主義に通じる市
民自治を進めていく。

24
神奈川
区

40歳代

地域の声を聴くというのは必要であるが、利害関係者の声が一番大きくなってしまうのは
非常に良くないと思うので、委員の方が発現されていたように、学識で進めるのが良い。
特に、当該地は港湾関係の方の影響が大きそうなので、これまでの関係性から見るに、行
政がそちらの意見に引っ張られる可能性があると思います。

25 中区 40歳代

委員会の内容を後日確認することができ、とても良かったです。ありがとうございます。
委員の方々の議論を聞いて、横浜全体の活性化に向けた議論がなされること、これからの
世代にとっても誇れる開発につながることを期待しています。地域団体の参加について、
まちづくりとして周辺エリアとの連携の必要性を考えると参加は必要と思いますが、委員
の発言にありましたように、一部地域の利益のためといった議論にならないように、後々
に事業に参加する可能性のある人や利益供与を疑ってしまうような人を委員とすること
は、あって欲しくないと思います。

26 中区 40歳代

人口減、資材物価高高騰、中国の景気衰退など加速する日本の衰退局面で未だに「横浜か
ら世界を驚かせる発信ができる何か」を見出そうという考え方が良いのか悪いのか。カジ
ノを嫌ったのではなくIRが必要ないと市民は判断したんです。向こう30年先の日本の技術
力の復活を見出す、基礎研究が安心してできる研究開発の拠点と優秀な技術者、研究者を
生み出す教育の拠点を山下ふ頭跡地につくってほしい。

27 港北区 60歳代

９月８日に都市整備局臨海部活性化推進課が「水辺空間や歴史的資源の新たな活用による
都心臨海部のにぎわい創出に向けた取組を実施します」を発表しました。この取組の上位
計画には「横浜市都心臨海部再生マスタープラン」があると思いますが、この取組と山下
埠頭再開発計画との関係はどうなっているのか？  この取組が掲げる「インバウンドの促
進や経済活性化」の視点、そして、当該の関内・関外地区を含む内港・都心臨海部全体、
延いては横浜市全体のまちづくりをどうするかの視点は山下埠頭再開発検討委員会でも取
り上げられていた重要な論点です。 縦割り行政の弊害と言ったものが出ているのかも知れ
ません。やはり、上瀬谷の開発計画も取り込んだ、横浜市全体を俯瞰する都市デザイン構
想を手掛ける庁内横断の総合的、調整的な組織作りが必要なのではないでしょうか。山下
埠頭再開発検討委員会の答申内容も、過去から未来に続く横浜市のグランドデザインを描
くものとなる筈です。この答申を活かす受け皿として港湾局単独が相応しいかどうかも検
討の余地がありそうです。

28 中区
80歳代

～

・寺島委員長が示した「付加価値」「Fact Sheetで裏付け」「固定観念の打破」の３方針
で議論が進むことに期待
・Fact Sheetは横浜臨海部・港湾区域だけでなく東京湾全体の経済活動・ファンダメンタ
ル及び自然環境・生態系の現状と課題、沿岸各地の再整備の動きを整理すべき
・東京湾全体の国際的・地球環境の視点から位置付けを再定義、その中で経済活動と自然
生態系再生の視点から山下埠頭の位置付けを明らかに
・山下埠頭の新しい土地利用・導入機能の方向性・コンセプトだけでなく、その民主的決
定プロセス（こうした意見聴取だけでなく市民連続シンポや複数案に対する市民投票な
ど）事業体のあり方（市民や市内企業の参画、ポートオーソリテイのような横浜だけでな
く川崎・東京・千葉を含む、港湾・羽田空港・臨港鉄道などインフラ全体を包括する事業
体など仕組みの構想）も議論提言すべき
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居住 年代 投稿（500文字まで）

29
神奈川
区

60歳代

山下埠頭跡地に25000人収容のサッカー専用スタジアムの建設を希望します。三ツ沢は老朽
化しており屋根もない。横浜国際競技場は陸上競技場であってトラックがありとても見辛
い。川崎市、湘南地区にも専用スタジアムの構想があるのに人口370万の横浜市にサッカー
専用スタジアムが無いのはおかしい。東京23区内にもスタジアム建設の構想があります。
交通のアクセスも良く最高の条件が整っています横浜市に是非作って欲しい子供達にプロ
サッカーを近くで見させてあげたいです。
国際展示場、高層マンションは絶対にやめて欲しいです。

30 港北区 50歳代

横浜市は、このように公共性のない事業計画に、多額の補助金を入れています。財政難は
少子高齢化のためとは思っていません。 山下ふ頭はこのようなにならないようお願いいた
します。 平成３１年　平成３１年度予算第一特別委員会  02月26日 ◆岩崎委員　ま横浜
駅きた西口鶴屋地区市街地再開発事業から伺います。本事業は、国家戦略特区等を適用し
て、容積率を500％から850％へ大幅に緩和しています。その上に市と国で40億円を超える
補助金交付を予定しています。 ◎池本横浜駅周辺等担当理事　現時点での市街地再開発組
合の事業計画書によりますと、総事業費は387億9000万円、そのうち本市からの補助金は国
庫補助を含めて40億円としております。総事業費に占める補助金の割合は約10％でござい
ます。権利者の総数は11名で、このうち法人の権利者が６社、個人の権利者が５名でござ
います。主な土地所有者と面積の割合でございますが、東京急行電鉄株式会社が約34％、
株式会社相鉄アーバンクリエイツが約19％、株式会社キャピタルプロパティーズが約17％
となってございます。

31 中区 70歳代

明治から中区で4代目。中区が衰退して心を痛めてます。開港記念バザー、仮装行列、花火
大会、市役所など港みらい地区に移行。新山下再開発が横浜中心の山下町、元町、関内、
伊勢佐木、野毛などの賑わいにつながる計画を望む。新山下は、アクセスが悪いので、地
下鉄の根岸までの延伸、LRT、道路整備が緊急の課題、解決してほしい。

32
保土ケ
谷区

70歳代

１、委員長から「明治維新から７７年、敗戦から７７年、２０２３年から７７年が２１世
紀最後の年、ここを見据えての『視界と構想力』が問われている」と発言。同感だ。委員
会には、短期的利益追求の再開発プランではなく、長期的視界で横浜市民が生活の豊かさ
を感じ、横浜らしい個性のある持続可能な都市像と、山下ふ頭のあり方を構想する議論を
要望する。それには、まずは開港以来の横浜の都市づくりの歴史をたどり、先人の精神と
経験に学ぶべき。開港場として歴史に登場した横浜は、文明開化・日本近代化の先進都市
として、さらに京浜工業地帯として発展。だが、関東大震災、横浜大空襲、米軍による接
収の大災難に。先人たちは、それを乗り越え、今日の横浜を築いてきた。とりわけ飛鳥田
市政以来の経験は、市民とともにつくる自治体主導の都市づくりの新たな地平を切り開い
た。開港以来の都市づくりの経験から何を学び、何を活かすべきか明らかにすべきだ。併
せて、日本はすでに人口減少、縮減時代、世界は国際秩序の動揺、気候危機など歴史的転
換期、都市膨張も臨界点を迎える中、どのような「理念」「目標」を掲げて都市づくりを
するのか、「構想力」が問われる。２に続く

33
保土ケ
谷区

70歳代

２、そのような検討委員会の課題に照らせば、事務局が用意した「資料３山下ふ頭の概
要」は、はなはだ不十分。これまでの横浜の都市づくりの資料が提供されていない。「不
適切」なのは、「既往計画」として「横浜市都心臨海部再生マスタープラン」(２０１５年
２月策定)だけが唯一の「計画」であるかのように提供されている。その２３ページ、３４
ページにはIR、カジノが明記されている！カジノが市民の声によって撤回させられた経緯
を踏まえるなら、「再生マスタープラン」は再検討すべき対象として扱うべきではない
か。その際に、「再生マスタープラン」作成時に事実上棚上げされた「次なる５０年　横
浜は海都へー都心臨海部・インナーハーバー整備構想」提言書(2010年)を追加資料として
提供すべきである。「ファクトを重視すべき」と言うのなら、加えて「港町|横浜の都市形
成史」(企画調整局1981年)、カタログ「都市デザイン横浜|個性と魅力あるまちをつくる」
(都市デザイン５０周年事業実行委員会、都市整備局、2022年)を事務局から提供すべき。
３に続く。
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居住 年代 投稿（500文字まで）

34
保土ケ
谷区

70歳代

３、再開発の「方向性」を検討するからには、瑞穂ふ頭、米軍基地ノース・ドックへの揚
陸艇部隊配備問題の議論を避けて通るべきではない。瑞穂ふ頭は、インナーハーバーの中
心部に位置し、「活力ある横浜を担う大きなポテンシャルを有している」。それゆえこれ
まで、行政、市会、市民が一体となって「早期全面返還」を求めてきた。ところが、１月
日米２＋２で、ノース・ドックへの実戦部隊の配備が「決定」、４月から開始。瑞穂ふ頭
は、インナーハーバーの真正面に見える「顔」。山下ふ頭は、米軍が瑞穂ふ頭を永く使う
ために急造成したもの。この事実をご存じか？５０年後も米軍艦船が居座り続ける様はお
よそ主権国家にあるまじき姿で、次の世代に残すわけにはいかない。横浜の未来の前に立
ち塞がる最大の阻害物、戦争を引き寄せかねない「無法危険地帯」となっている。ノー
ス・ドックへの部隊配備撤回、即時返還の明確な態度を打ち出すべき。「米国の要請で国
が決めたことだから従うしかない」という態度では、検討委員会としての見識が疑われ
る。４に続く。

35
保土ケ
谷区

70歳代

４の１、委員長から、「市民参画のあり方」について「意見を述べるだけでなく、メンテ
ナンスと方向付けに責任を担うべき」との発言があった。もっともである。 「市民参画の
あり方」は、「再開発」の「方向性」にかかわる１丁目１番地の問題。なぜなら第一に、
市民の都市づくりへの関心はかつてなく高まっている。都市デザイン横浜展への参加者が
１万人を超えたこと、市民意見募集の回答数が１回目３７２１件、２回目１２８４件、意
見交換会への参加者も２２１人、１７２人。まずこの事実をしっかりと受け止めていただ
きたい。第二に、市民の中には検討委員会学識者メンバーに伍して「再開発」の「方向
性」を議論できる人材がおり、「責任を担える」市民がいるという事実。飛鳥田市政以来
の先進的な都市づくりの活動は、市民が誇れるまちをつくってきただけでなく、それを担
い、参画してきた人材をも生み出す。都市デザインを担った商店街を含む担い手、大学
人、建築家、BankART1929や「創造界隈」のクリエイター、アーティスト、横浜運河チャレ
ンジ・濱橋会、関内まちづくり振興会等々、多士済々の老若男女がいる。４の２に続く。

36
保土ケ
谷区

70歳代

４の２、その中には、こうした知見と経験をもつ市民を集め、市民による市民のための山
下ふ頭のあり方を提言し、参画していこうとする意欲的な動きも出てきている。(例えば
「山下ふ頭に〇〇があったらイイナ」プロジェクト)。 したがって、検討委員会として心
すべきは、「市民の参画」を「再開発」の「方向性」の柱に据えて、こうした市民の知見
と力に頼ることではあるまいか。他方で、市民は本来なら検討委員会に「市民」が参加し
て当然であるが、そうなっていないこと。「参考資料」として提供された、２回にわたる
市民意見募集、市民意見交換会の「まとめ」の仕方も機械的で、「市民の参画」という言
葉に疑問を持っている。 検討委員会としては、市民の中にこうした危惧があることを認識
し、「市民の参画」をどのように保障していくのか、きちんとした「方向性」を示しても
らいたい。５に続く。

37
保土ケ
谷区

70歳代

５、議事（３）の「地域関係団体の参加について」は、議論があり、検討課題として残っ
た。われわれは、いわゆる「村人」(地域の中小事業者など)というべき「地域関係団体」
の参加問題は、本来「市民」の参加問題と並んで前向きに議論されるべきだと考える。し
かし、委員からの発言があり、検討委員会が利益調整組織にならないよう、独立した自由
な議論を保障するために、参加時期など考慮すべきであろう。また、意見聴取の仕方を含
め検討すべきである。

38 中区 40歳代

私は横浜市内でクラフトビール製造会社を経営している▢▢株式会社・▢▢と申します。 山下
ふ頭のIR計画が消えた際に、横浜にインバウンドを招致する為に魅力的な街をつくるべき
と真っ先に考えました。そこで弊社では、ビール工場に加え、ウイスキー蒸溜所（兼スピ
リッツ製造）、ビアホールを一ヶ所に集合させた一大テーマパークをつくる構想の着案に
至りました。同じ貿易港のアメリカ・シアトルでのクラフトビールとクラフトウイスキー
業界は、2017年以降大きな盛り上がりを見せており、醸造所や蒸溜所の数も年5-10軒ペー
スで増え続けております。ビール工場やウイスキー蒸溜所の見学ツアーも人気を集めてお
り、シアトル北部のワイン醸造所の人気も重なり、世界中から観光客が押し寄せる街と
なっております。横浜もシアトルのように可能性を秘めた都市であり、2012年頃から盛り
上がりを見せているクラフトビールを中心に、横浜初のウイスキー蒸溜所を併設し、更に
ドイツ・ミュンヘンのようなビアホールを構えれば、日本初のビールテーマパークが完成
します。横浜の新しい観光スポット構築を、是非弊社に提案させてください。
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居住 年代 投稿（500文字まで）

39 鶴見区 60歳代

「山下ふ頭再開発検討委員会」に対する意見 【その１】  港湾局 山下ふ頭再開発調整室
山下ふ頭再開発調整課長 殿 ▢▢会会員▢▢（60代男 鶴見区在住）  標記、「山下ふ頭再開発
検討委員会」（以下、「検討委」という）の第1回会合が開催され話合われた内容等につい
て、当方の意見・要望・疑問を述べさせていただきます。 「検討委」におかれましては、
下記に掲げました意見・要望・疑問等、及びその他市民が提出する意見・要望等を誠実に
受入れ、第2回以降の検討委の議論に反映されるよう期待いたします。  ▼今般提起されて
いる、「山下ふ頭の再開発」問題は、単に山下ふ頭に限った「再開発」ではなく、横浜の
顔とも言い得る横浜港全体の街づくりの一環である、と位置づける必要があると考える。
したがって、臨海部の他の地域との融合性・一体性・相互関連性を欠いた「再開発」は考
えられないだろう。 　―以下続く

40 鶴見区 60歳代

「山下ふ頭再開発検討委員会」に対する意見 【その２】  港湾局 山下ふ頭再開発調整室
山下ふ頭再開発調整課長 殿 ▢▢会会員▢▢（60代男 鶴見区在住）  標記、「山下ふ頭再開発
検討委員会」（以下、「検討委」という）の第1回会合が開催され話合われた内容等につい
て、当方の意見・要望・疑問を述べさせていただきます。 「検討委」におかれましては、
下記に掲げました意見・要望・疑問等、及びその他市民が提出する意見・要望等を誠実に
受入れ、第2回以降の検討委の議論に反映されるよう期待いたします。  ▼今般提起されて
いる、「山下ふ頭の再開発」問題は、単に山下ふ頭に限った「再開発」ではなく、横浜の
顔とも言い得る横浜港全体の街づくりの一環である、と位置づける必要があると考える。
したがって、臨海部の他の地域との融合性・一体性・相互関連性を欠いた「再開発」は考
えられないだろう。

41 鶴見区 60歳代

「山下ふ頭再開発検討委員会」に対する意見 【その２】  港湾局 山下ふ頭再開発調整室
山下ふ頭再開発調整課長 殿 ▢▢会会員▢▢（60代男 鶴見区在住） ▼私たち市民は、前市長
によるカジノ「白紙の撤回」以降、カジノを止めるべく様々な運動を展開してきた。そし
て、2年前の市長選挙で、カジノ誘致反対の新市長を選出した。この下での山下ふ頭再開発
であることを踏まえれば、カジノに関わるすべての要素は、本「検討委」だけでなく、山
下ふ頭再開発事業＝横浜港の街づくりから排除されなければならない。 ▼まず最初に、本
件「山下ふ頭再開発」を取組むにあたって市当局は、「都心臨海部再生マスタープラン」
を「既往計画」「上位概念」に祭上げている問題がある。この「マスタープラン」は、横
浜市においてカジノに言及した最初の「公式文書」だと言われている。このような、カジ
ノを大前提とした「計画」がいまだに横浜市の街づくりの基礎に居座っていることが最大
の誤りであり、事業進行の障害・矛盾となっている。 「マスタープラン」と、「山下ふ頭
再開発」との関係としては、

42 鶴見区 60歳代

「山下ふ頭再開発検討委員会」に対する意見 【その３】 港湾局 山下ふ頭再開発調整室山
下ふ頭再開発調整課長 殿 ▢▢会会員▢▢（60代男 鶴見区在住） ①「山下ふ頭再開発」を取
組む前に、「マスタープラン」の改訂を実施する、かあるいは、②「マスタープラン」を
脇におき「山下ふ頭再開発」を進める。③この論議を無視し、本論議にかかわらず、この
まま（なにごとも無かったかのように）「マスタープラン」を下敷きに「山下ふ頭再開
発」を押し進める――ことであろう。①ならば、「山下ふ頭再開発」がなるまでにはさら
なる時間が掛かる。②ならば、事業進行は比較的スムーズに進むであろう。だが、横浜市
全体の、少なくとも横浜「都心臨海部」の(再)開発の一体性等に齟齬が生じる可能性が。
また③とするなら、「山下ふ頭再開発」にいつまでも、「マスタープラン」がはらむカジ
ノ導入のカゲがついて回ることになる。 さて、横浜市民の審判を受けて「検討委」の委員
に選任されたわけではない、委員にこの結論が出せるのであろか。
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43 鶴見区 60歳代

「山下ふ頭再開発検討委員会」に対する意見 【その４】 港湾局 山下ふ頭再開発調整室山
下ふ頭再開発調整課長 殿 ▢▢会会員▢▢（60代男 鶴見区在住） ▼次は「検討委」の中に紛
れ込んだ「カジノ推進派」の問題である。第1回検討委において、「IR＝カジノと捉えたの
が、不幸の始まり」との趣旨の発言をした委員が2人いた。そんなことはありません。横浜
市民は「不幸」など感じておらず、むしろ「IR＝カジノ」と見破ったからこそ、林氏を市
長の座から引きずり下ろし、カジノ反対の新市長の選出に成功したことは、前述のとおり
である。 今般「検討委」に選任された委員の中に「カジノ推進派」が紛れ込んだことは既
述のとおりだが、当該委員がカジノ問題の決着前（21.8）に横浜市民あてに(?)発言・発信
していた。曰く、「IRのチャンスを横浜に呼び込まなかった際には、その不作為の責任は
だれが取るのか、横浜は後悔しないように、試算データや、プレゼン資料をもとに、徹底
的にメリット、デメリットを議論すべき」と挑戦的に語っていた。

44 鶴見区 60歳代

「山下ふ頭再開発検討委員会」に対する意見 【その５】 港湾局 山下ふ頭再開発調整室山
下ふ頭再開発調整課長 殿 ▢▢会会員▢▢（60代男 鶴見区在住） 私たち市民にこのような愚
かな質問に答える義務などあるわけがない。しかし、本検討委の委員に押込もうと画策し
た市港湾局にはその義務があるかどうかは不明である。だが少なくとも、当該「カジノ推
進派」委員候補は、港湾局から委員就任を要請された際、前記同様の質問を発したのであ
ろう。一方、市港湾局においては、当該「カジノ推進派」委員候補に対して、どのような
「回答」をしたのか、を明らかにすべきであろう。 ▼当方は、「山下ふ頭再開発」は、横
浜港全体の街づくりの一環と述べた。ここで問題となるのが、瑞穂ふ頭である。同ふ頭内
にあるいわゆるノースドックの存在だ。市（市会、市民、行政）はこれまで、当該地域の
「早期・全面・無条件返還」を求めてきた。これは、横浜の未来の前に立ち塞がる最大の
阻害物だからである。在日米軍艦船が居座り続ける様は主権国家には到底ありえない姿で
ある。ましてや、この状況を次の世代に残すわけにはいかない。

45 鶴見区 60歳代

「山下ふ頭再開発検討委員会」に対する意見 【その６】 港湾局 山下ふ頭再開発調整室山
下ふ頭再開発調整課長 殿 ▢▢会会員▢▢（60代男 鶴見区在住） 本「検討委」が横浜港のみ
ならず、東京湾全体の姿を構想するのに依存はないが、それよりもはるかに前に、横浜港
内の「他国による支配」が存在することの異常さに目を向けてもらいたい。 ▼最後に、検
討委がすでに始まってしまった今となっては、「後講釈」なのだろうが、同検討委に最初
から、市民代表を参加させて欲しかった。新市長に代わってから、「市政に市民の声を反
映させる」姿が目に見えるようになってきた。 本「検討委」構成の大半は、横浜の「外」
の人間によるもの。こうした「外」の人間だけで、横浜の、横浜港の将来像を勝手に方向
づける、という姿は美しいのだろうか。常識人であれば答えは自ずから出るはずである。
―― 以上、検討委のなかで真剣に議論していただきたい。

46 旭区 60歳代

約６割以上の市民がカジノ誘致反対を意思表示したことを大前提に山下埠頭開発を進める
べきだ。本来は横浜市の文化と観光を恒久的に維持するためには、企業中心の開発事業で
はなく市民生活や地域産業にも依拠した開発を検討するべきで、横浜や神奈川の特産品や
海鮮市場などが販売できる横浜観光マーケットがあると良い。地球温暖化阻止するための
施設（太陽光やバイオマスなど？）も必要で、埠頭内の交通手段は電気自動車・バスにで
きないか？路面電車などは横浜観光にも貢献できないか？横浜の知的財産を確保するため
の国際図書館や大学機関の誘致も検討してもらいたい。また、若者たちが活躍できるよう
な競技施設（国際大会可能な）や緑豊かな公園があれば市民の意向の場となる。これまで
に、山下埠頭開発の市民参加の意見交換会や市民意見を募集してきた経過からも、再開発
検討委員会に市民の意見が充分に反映されるべきで、市民代表なども検討委員会に参加で
きないか？最後にノースドック（瑞穂埠頭）に米軍揚陸艇部隊が配備されたが、横浜港の
安全と平和に対して危険なものとなっているので、ノースドック早期返還を求めたい。▢▢
会・▢▢
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47 港北区 70歳代

カジノを止めた横浜市民の一人として、山下埠頭の利用について国策であるカジノを横
浜市が駄目だと決定したことを、将来世代にシッカリと伝えるビジョンが無ければ意味を
なさない、学識者会合委員長の寺島氏はスッポリとこのコンセプトが抜け落ちて経済・産
業界での視野しかないことを露呈しています。山下埠頭を事業性だけで考える事では駄目
です、どんな事業が永続性のある事業であるか誰も判らない、金儲けが先行するのではな
く先ず市民が生活し、水辺で暮らしていく山下埠頭の利用を視野に入れる事が肝要です。
2013年4月1日付で平原副市長は都市整備局の担当理事兼副局長から都市整備局長に就任、
2013年度　庁内検討会議を設置し2014年3月「都心臨海部再生マスタープラン審議会」を設
置し「都心臨海部再生マスタープラン」は、「インナーハーバー構想」を棚上げにしカジ
ノ導入を先導し「IR(統合型リゾート)の導入」が明記され、4月25日の第２回審議会等で議
論されていることを承知している市民として、何故今回の会合で2015年9月　「山下ふ頭開
発基本計画」だけが委員会に配布されたのか疑問を禁じ得ない。  追加で配信します。

48 港北区 70歳代

　７４４０２０４６の続きです。本来学識経験者が十分に検討した経済観光・港湾委員会
資料平成２２年５月２０日港湾局「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」提言書、
『都心臨海部・インナーハーバー整備構想の検討状況』の資料エリア別構想（全体配置
図）を含む内容をチェックすれば『都心臨海部再生プラン』のお粗末さが一目瞭然です。
論議の中で欠落してはいけないのは瑞穂埠頭米軍の基地がど真ん中にある現実、本来生活
の場に不要な基地について撤去しなければ平和な市民自治が損なわれることの認識が不可
欠です。国の案件だと放置しては安全な港湾都市とは云えません。いずれにしてもこれか
らの若い人々を世界の港湾都市に5人一組で10組ほど視察に派遣し若い人の感性を取り組む
ことが不可欠でしょう。そして市民参加の各種形態を入れ込んでいくことに集中していけ
ればと思慮します。

49 鶴見区 60歳代

　　「山下ふ頭再開発検討委員会」に対する意見　【１】 　港湾局 山下ふ頭再開発調整
室長 殿　　　▢▢会会員　　　▢▢ （60代 男 鶴見区在住）標記、「山下ふ頭再開発検討委
員会」（以下、「検討委」という）の第1回会合が開催され話合われた内容等について、当
方の意見・要望・疑問を述べさせていただきます。「検討委」におかれましては、下記に
掲げました意見・要望・疑問等、及びその他市民が提出する意見・要望等を誠実に受入
れ、第2回以降の検討委の議論に反映されるよう期待いたします。▼今般提起されている、
「山下ふ頭の再開発」問題は、単に山下ふ頭に限った「再開発」ではなく、横浜の顔とも
言い得る横浜港全体の街づくりの一環である、と位置づける必要があると考える。した
がって、臨海部の他の地域との融合性・一体性・相互関連性を欠いた「再開発」は考えら
れないだろう。
つづく

50 鶴見区 60歳代

　　「山下ふ頭再開発検討委員会」に対する意見　【２】 　港湾局 山下ふ頭再開発調整
室長 殿 　　▢▢ （60代男 鶴見区在住）  ▼私たち市民は、前市長によるカジノ「白紙の
撤回」以降、カジノを止めるべく様々な運動を展開してきた。そして、2年前の市長選挙
で、カジノ誘致反対の新市長を選出した。この下での山下ふ頭再開発であることを踏まえ
れば、カジノに関わるすべての要素は、本「検討委」だけでなく、山下ふ頭再開発事業＝
横浜港の街づくりから排除されなければならない。▼まず最初に、本件「山下ふ頭再開
発」を取組むにあたって市当局は、「都心臨海部再生マスタープラン」を「既往計画」
「上位概念」に「祭上げ」ている問題がある。この「マスタープラン」は、横浜市におい
てカジノに言及した最初の「公式文書」だと言われている。このような、カジノを大前提
とした「計画」がいまだに横浜市の街づくりの基礎に居座っていることが最大の誤りであ
り、事業進行の障害・矛盾となっている。 「マスタープラン」と、「山下ふ頭再開発」と
の関係としては、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つ
づく
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51 鶴見区 60歳代

　　「山下ふ頭再開発検討委員会」に対する意見　【３】 　港湾局 山下ふ頭再開発調整
室長 殿 　　▢▢ （60代男 鶴見区在住）  ①「山下ふ頭再開発」を取組む前に、「マス
タープラン」の改訂を実施する、かあるいは、②「マスタープラン」を脇におき、「山下
ふ頭再開発」を進める。③この論議を無視し、本論議にかかわらず、このまま（なにごと
も無かったかのように）「マスタープラン」を下敷きに「山下ふ頭再開発」を押し進める
――ことであろう。①ならば、「山下ふ頭再開発」がなるまでにはさらなる時間が掛か
る。②ならば、事業進行は比較的スムーズに進むであろう。だが、横浜市全体の、少なく
とも横浜「都心臨海部」の(再)開発の一体性等に齟齬が生じる可能性が。また③とするな
ら、「山下ふ頭再開発」にいつまでも、「マスタープラン」がはらむカジノ導入のカゲが
ついて回ることになる。 さて、横浜市民の審判を受けて「検討委」の委員に選任されたわ
けではない、委員にこの結論が出せるのであろか。 つづく

52 鶴見区 60歳代

　　「山下ふ頭再開発検討委員会」に対する意見　【４】 　港湾局 山下ふ頭再開発調整
室長 殿 　　▢▢ （60代男 鶴見区在住）  ▼次は「検討委」の中に紛れ込んだ「カジノ推
進派」の問題である。第1回検討委において、「IR＝カジノと捉えたのが、不幸の始まり」
との趣旨の発言をした委員が2人いた。そんなことはありません。横浜市民は「不幸」など
感じておらず、むしろ「IR＝カジノ」と見破ったからこそ、林氏を市長の座から引きずり
下ろし、カジノ反対の新市長の選出に成功したことは、前述のとおりである。 今般「検討
委」に選任された委員の中に「カジノ推進派」が紛れ込んだことは既述のとおりだが、当
該委員がカジノ問題の決着前（21.8）に横浜市民あてに(?)発言・発信していた。曰く、
「IRのチャンスを横浜に呼び込まなかった際には、その不作為の責任はだれが取るのか、
横浜は後悔しないように、試算データや、プレゼン資料をもとに、徹底的にメリット、デ
メリットを議論すべき」と挑戦的に語っていた。
つづく

53 鶴見区 60歳代

　　「山下ふ頭再開発検討委員会」に対する意見　【５】 　港湾局 山下ふ頭再開発調整
室長 殿 　　▢▢ （60代男 鶴見区在住）  　私たち市民にこのような愚かな質問に答える
義務などあるわけがない。しかし、本検討委の委員に押込もうと画策した市港湾局にはそ
の義務があるかどうかは不明である。だが少なくとも、当該「カジノ推進派」委員候補
は、港湾局から委員就任を要請された際、前記同様の質問を発したのであろう。一方、市
港湾局においては、当該「カジノ推進派」委員候補に対して、どのような「回答」をした
のか、を明らかにすべきであろう。 ▼当方は、「山下ふ頭再開発」は、横浜港全体の街づ
くりの一環と述べた。ここで問題となるのが、瑞穂ふ頭である。同ふ頭内にあるいわゆる
ノースドックの存在だ。市（市会、市民、行政）はこれまで、当該地域の「早期・全面・
無条件返還」を求めてきた。これは、横浜の未来の前に立ち塞がる最大の阻害物だからで
ある。在日米軍艦船が居座り続ける様は主権国家には到底ありえない姿である。まして
や、この状況を次の世代に残すわけにはいかない。　　　　　　　　　　　　　　　　つ
づく

54 鶴見区 60歳代

　　「山下ふ頭再開発検討委員会」に対する意見　【６】 　港湾局 山下ふ頭再開発調整
室長 殿 　　▢▢ （60代男 鶴見区在住）  　本「検討委」が横浜港のみならず、東京湾全
体の姿を構想するのに異存はないが、それよりも前に、足元＝横浜港内の、しかももっと
も重要な部分を、寺島委員長ではないが「戦後77年」（2023年を基準にすれば78年だが）
の今に至っても、「他国による支配」が存在することの異常さに目を向けてもらいたい。
▼最後に・・・。検討委がすでに始まってしまった今となっては、「後講釈」なのだろう
が、同検討委に最初から、市民代表を参加させて欲しかった。新市長に代わってから、
「市政に市民の声を反映させる」姿が目に見えるようになってきた。 本「検討委」構成の
大半は、横浜の「外」の人間によるもの。こうした「外」の人間だけで、横浜の、横浜港
の将来像を勝手に方向づける、という姿は美しいのだろうか。常識人であれば答えは自ず
から出るはずである。 ―― 以上、検討委のなかで真剣に議論していただきたい。
おわり
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55 栄区
80歳代

～

横浜市山下ふ頭再開発検討委員会学識者会合に対する意見 １
横浜市栄区▢▢　▢▢
横浜市山下ふ頭再開発検討委員会学識者会合に対する意見・感想を下記のとおり述べま
す。なお、受信されたらその旨、お知らせください。  １．同検討委員会学識者会合につ
いて記者発表がなされたうえ、そのネット中継と録画が公開され、意見・感想の募集が行
われているのはある程度評価できる。しかし、横浜市はかつて山下ふ頭にカジノを含むI R
誘致を計画し、6割を超える市民の反対を無視しながら計画を強行しようとしたが、市民は
選挙でカジノ反対の市長を選びこの計画が完全に葬り去られたことは、記憶に新しいとこ
ろである。ところが、この市民の関心が非常に高い山下ふ頭の再開発計画と同委員会に対
する意見募集については「広報よこはま」に記載がなく、市民への正式な周知がなされて
いない。

56 栄区
80歳代

～

横浜市山下ふ頭再開発検討委員会学識者会合に対する意見 ２
横浜市栄区▢▢　▢▢ これらについて「広報よこはま」に記載し、市民への周知徹底を図るべ
きである。関連で、都市整備局がそのまとめを主管した「横浜IRの誘致に係る取組の振り
返り」においても、中間報告とそれへの市民意見募集及び最終報告について記者発表も行
われず、市のHPに記載されているのみである。そのうえ「広報よこはま」にそれらの記載
がなく、市民への正式な広報がなされていない。港湾局の体質も同様に主権在民からほど
遠いものではないかと疑われる。 ２．山下ふ頭の再開発を同学識者会合で検討するにあ
たっては、下記の諸項目を勘案し、瑞穂ふ頭の在り方についても十分討議いただきたい。
（1）一昨年から昨年にかけて行われた「内港地区の将来像の検討と山下ふ頭再開発の事業
計画策定に向けた市民意見募集」においては、瑞穂ふ頭地区や東神奈川臨海部周辺地区を
も含め、内港地区全体が視野に入れられており、市民意見集約結果には同区域に関し多様
な意見が寄せられている。

57 栄区
80歳代

～

横浜市山下ふ頭再開発検討委員会学識者会合に対する意見 ３
横浜市栄区▢▢　▢▢ この市民の意思を十分に尊重すべきである。 （2）瑞穂ふ頭の米陸軍基
地増強がすでに開始されており、有事において瑞穂ふ頭（ノースドック）は攻撃の対象と
なり得る。 再開発にあたっては、同地区の産業構造が云々されているが、同じ港湾内に存
在する軍事基地問題をいかに解決するか先決であるといえる。 市民の安全を一義的に担う
横浜市として、狭い港湾内に米陸軍基地を擁していることを重く受け止め、返還要求を含
めた議論が必要である。 特別自治市を標榜する横浜市は、安全保障問題は国が扱うものと
して避けて通るのではなく、市民の安寧な生活確保のためにミュニシパリズムを発揮して
いただきたい。

58 栄区
80歳代

～

横浜市山下ふ頭再開発検討委員会学識者会合に対する意見 ４
横浜市栄区▢▢　▢▢ ３．政府は交付金支給の匙加減で地方自治体を統制し、財政状況の向上
は自治体の自己責任であると位置づけ、ふるさと納税制度などを押し付けてきている。
しかし、自治体の税収の規模は、人口の多寡や産業構造によって大きく左右され、本来、
所得税や消費税を得ている国が適正に交付金を配分すれば、人口が減少していく中、財政
改善のための住宅開発やテーマパークつくりなど、不要な競争は必要ないと考えられる。
そこで、再開発計画を検討するにあたって同会合では、次の諸項目に留意いただきたい。
（1）度重なる地方分権改革で、国と地方の関係が上下・主従の関係から対等・協力の関係
に変革されたはずであり、横浜市は堂々と人口の規模等に見合った適正な交付金を国に要
求すべきである。

59 栄区
80歳代

～

横浜市山下ふ頭再開発検討委員会学識者会合に対する意見 ５
横浜市栄区▢▢　▢▢ （2）事業性や収益性に捉われるのではなく、横浜市民にとって快適な
まちづくりを目指すべきである。観光収入を考慮するあまり、テーマパークのようになっ
た街は魅力に欠ける。快適な生活環境を追求した結果、味わいのある街が出来上がるとい
う形が望ましい。 （3）かつて、明石市の駅前開発において、市の収益が見込まれるパチ
ンコ店などが計画されたが、これを取りやめ図書館と市民から要望があった子育て支援施
設をつくったところ予測に反し、波及効果で訪れる市民が増え、駅前が猥雑化することな
く、活性化したという実例がある。 　　 パチンコ店誘致の例では、横浜市がカジノ誘致
を試みたことが想起されるが、このような例も視野に入れ計画を検討していただきたい。
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60 栄区
80歳代

～

横浜市山下ふ頭再開発検討委員会学識者会合に対する意見 ６
横浜市栄区▢▢　▢▢ ４．最近、横浜市ではとみに高層建築が増加しており、同再開発におい
ても高層建築物が計画される可能性が高い。そこで次の要点を視野に街づくりを検討して
いただきたい。 （1）首都直下型地震は３0年以内に７0%の確率、南海トラフ地震は40年以
内に90％の確率で発生が予測されている。このような巨大地震に対する高層建築物の耐震
性能については未知数であり、倒壊はしないまでも上下水道や電気ガスなどのエネルギー
供給に支障をきたさないという保証はない。このような巨大地震が起きた場合、長期間に
わたって街の機能が麻痺してしまうことが十分考えられる。

61 栄区
80歳代

～

横浜市山下ふ頭再開発検討委員会学識者会合に対する意見 ７
横浜市栄区▢▢　▢▢ （2）横浜市の震災対策は、想定される最大級の地震を見込んでおら
ず、神奈川県が想定している地震より小さい地震にしか対応していない。 ちなみに震災対
応を比較すると、神奈川県が想定している地震被害における死者数は、9,510人（津波によ
るものを除く）であるのに対し、横浜市のそれは3,260人で大差がある。 すなわち、これ
は消火・救急・避難所・食料確保などの被災時の対応が、最悪の事態を想定したものに
なっていないことを意味している。
以上

62 港北区 50歳代

令和５年２月７日。井上市議の質疑に山中市長は「これらの御指摘をしっかりと受け止め
市民の皆様の御意見を伺い、透明性の高いプロセスを経ながら再開発の新たな事業計画の
策定を進めてまいります。」と答えました。 そもそも検討委員会を作るということが、市
民にとっては、市民の締め出しです。有識者の中に横浜市の影の市長。平原副市長は懐刀
とよばれる▢▢のブレーン。▢▢氏が、入っています。公平に選んだとは言えません。他にも
カジノに対して賛成な方がいます。山中市長は、カジノ誘致の振り返りで厳しい意見を聞
いたと言っていますが、国会にも呼ばれた▢▢氏がギャンブル依存症の対策が足りないと
言っています。ギャンブル依存症なら寿診療所に聞いてください。横浜市は、いつも聞く
相手が恣意的です。カジノに限らず、市民の意見が通ったことがない。ひどい茶番です。
また、運営に、地元の権力者である。▢▢の協会（山下埠頭の再開発に対する提案、具体化
を図ることを目的とした）の創立者である▢▢氏に委員に入ってもらうよう打診、内諾と
は、言語道断。

63 磯子区 30歳代

IRの構想を是非復活させて欲しいです。 残念ながら撤回されてしまいましたが、▢▢さんが
以前に出されていたIR施設の完成予想図は素晴らしいものでした。それが無理なら、せめ
てありがちで他と被るものではなく、日本でここ独自というものを用意していただきたい
です。 国際展示場やアリーナ、ホテル等では既に供給過多で他と競合してしまい大きな経
済効果は見込めないと思います。 以前にスポーツベッティングの構想があるというのを見
掛けましたが、それには興味があります。  また、海側から見た際の景観も気になる所で
す。 みなとみらいから綺麗なスカイラインを描くためにはやはり超高層ビルは不可欠かと
考えております。  斬新で革新的なアイデアに期待しています！

64 旭区 40歳代
山下ふ頭にスポーツベッティングを取り入れないで下さい。カジノIRは市民の民意により
反対されました。「スポーツ」という名目でも賭博は必要ありません。やめてください。

65 旭区 40歳代

2021年の市長選で、現市長の山中竹春氏の強力な応援者として▢▢氏がいました。市長は
「透明性を確保して山下ふ頭の検討を進める」と繰り返していますが、委員のメンバーだ
けでもすでに透明性がありません。なぜこの人がメンバーに入っているのかと疑問に思う
ような人ばかりです。市民とのワークショップの内容を中心に検討を進めるようにしてく
ださい。また、委員の中に一般市民も複数名入れて下さい。

66 磯子区 60歳代

将来の子どもたちに負の遺産は残したくありません。スポーツ賭場とか賭け事は絶対ダメ
ですよ！ 青い空、青い海を感じること出来る場所にして下さい。 カジノを推進していた
と思われる方が名を連ねているのが残念でありません。 そして、何故一市民がメンバーに
入れてもらえないのか。 委員会に欠席した人の理由は市民には知らされないのは何故か？
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居住 年代 投稿（500文字まで）

67 栄区
80歳代

～

港湾局 山下ふ頭再開発調整室 　山下ふ頭再開発調整課 御中
横浜市栄区▢▢　▢▢  横浜市山下ふ頭再開発検討委員会学識者会合に対する意見・感想を下
記のとおり述べます。 なお、受信されたらその旨、お知らせください。  １．同検討委員
会学識者会合について記者発表がなされたうえ、そのネット中継と録画が 　公開され、意
見・感想の募集が行われているのはある程度評価できる。 　　しかし、横浜市はかつて山
下ふ頭にカジノを含むI R誘致を計画し、6割を超える市民 　の反対を無視しながら計画を
強行しようとしたが、市民は選挙でカジノ反対の市長を選び この計画が完全に葬り去られ
たことは、記憶に新しいところである。 　　ところが、この市民の関心が非常に高い山下
ふ頭の再開発計画と同委員会に対する意 見募集については「広報よこはま」に記載がな
く、市民への正式な周知がなされていない。 これらについて「広報よこはま」に記載し、
市民への周知徹底を図るべきである。

68 栄区
80歳代

～

港湾局 山下ふ頭再開発調整室 　山下ふ頭再開発調整課 御中
横浜市栄区▢▢　▢▢ 関連で、都市整備局がそのまとめを主管した「横浜IRの誘致に係る取組
の振り返り」 においても、中間報告とそれへの市民意見募集及び最終報告について記者発
表も行われ ず、市のHPに記載されているのみである。そのうえ「広報よこはま」にそれら
の記載が なく、市民への正式な広報がなされていない。港湾局の体質も同様に主権在民か
らほど遠 いものではないかと疑われる。  ２．山下ふ頭の再開発を同学識者会合で検討す
るにあたっては、下記の諸項目を勘案し、 瑞穂ふ頭の在り方についても十分討議いただき
たい。 （1）一昨年から昨年にかけて行われた「内港地区の将来像の検討と山下ふ頭再開
発の 事業計画策定に向けた市民意見募集」においては、瑞穂ふ頭地区や東神奈川臨海部周
辺 地区をも含め、内港地区全体が視野に入れられており、市民意見集約結果には同区域に
関し多様な意見が寄せられている。

69 栄区
80歳代

～

港湾局 山下ふ頭再開発調整室 　山下ふ頭再開発調整課 御中
横浜市栄区▢▢　▢▢ この市民の意思を十分に尊重すべきである。 （2）瑞穂ふ頭の米陸軍基
地増強がすでに開始されており、有事において瑞穂ふ頭（ノース ドック）は攻撃の対象と
なり得る。 再開発にあたっては、同地区の産業構造が云々されているが、同じ港湾内に存
在する軍事 基地問題をいかに解決するか先決であるといえる。 市民の安全を一義的に担
う横浜市として、狭い港湾内に米陸軍基地を擁していることを重く 受け止め、返還要求を
含めた議論が必要である。 特別自治市を標榜する横浜市は、安全保障問題は国が扱うもの
として避けて通るのではなく、 市民の安寧な生活確保のためにミュニシパリズムを発揮し
ていただきたい。

70 栄区
80歳代

～

港湾局 山下ふ頭再開発調整室 　山下ふ頭再開発調整課 御中
横浜市栄区▢▢　▢▢ ３．政府は交付金支給の匙加減で地方自治体を統制し、財政状況の向上
は自治体の自己 責任であると位置づけ、ふるさと納税制度などを押し付けてきている。
しかし、自治体の税収の規模は、人口の多寡や産業構造によって大きく左右され、 本来、
所得税や消費税を得ている国が適正に交付金を配分すれば、人口が減少していく中、 財政
改善のための住宅開発やテーマパークつくりなど、不要な競争は必要ないと考えられる。
そこで、再開発計画を検討するにあたって同会合では、次の諸項目に留意いただきたい。
（1）度重なる地方分権改革で、国と地方の関係が上下・主従の関係から対等・協力の関係
に変革されたはずであり、横浜市は堂々と人口の規模等に見合った適正な交付金を国に 要
求すべきである。

71 栄区
80歳代

～

港湾局 山下ふ頭再開発調整室 　山下ふ頭再開発調整課 御中
横浜市栄区▢▢　▢▢ （2）事業性や収益性に捉われるのではなく、横浜市民にとって快適な
まちづくりを目指 すべきである。観光収入を考慮するあまり、テーマパークのようになっ
た街は魅力に欠ける。 快適な生活環境を追求した結果、味わいのある街が出来上がるとい
う形が望ましい。 （3）かつて、明石市の駅前開発において、市の収益が見込まれるパチ
ンコ店などが計画 されたが、これを取りやめ図書館と市民から要望があった子育て支援施
設をつくったところ 予測に反し、波及効果で訪れる市民が増え、駅前が猥雑化することな
く、活性化したという 実例がある。  パチンコ店誘致の例では、横浜市がカジノ誘致を試
みたことが想起されるが、このような 例も視野に入れ計画を検討していただきたい。
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居住 年代 投稿（500文字まで）

72 栄区
80歳代

～

港湾局 山下ふ頭再開発調整室 　山下ふ頭再開発調整課 御中
横浜市栄区▢▢　▢▢ ４．最近、横浜市ではとみに高層建築が増加しており、同再開発におい
ても高層建築物が 計画される可能性が高い。そこで次の要点を視野に街づくりを検討して
いただきたい。 （1）首都直下型地震は３0年以内に７0%の確率、南海トラフ地震は40年以
内に90％の 確率で発生が予測されている。このような巨大地震に対する高層建築物の耐震
性能に ついては未知数であり、倒壊はしないまでも上下水道や電気ガスなどのエネルギー
供給に 支障をきたさないという保証はない。このような巨大地震が起きた場合、長期間に
わたって 街の機能が麻痺してしまうことが十分考えられる。

73 栄区
80歳代

～

港湾局 山下ふ頭再開発調整室 　山下ふ頭再開発調整課 御中
横浜市栄区▢▢　▢▢ （2）横浜市の震災対策は、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地
震を見込んでおらず、 神奈川県が想定している地震より小さい震度にしか対応していな
い。 ちなみに、両自治体とも減災目標として死者数の半減を目指しているが、それを比較
すると、 横浜市が想定している津波によるものを除く死者数は3,260人であり、神奈川県
が想定して いる横浜市内におけるそれは9,510人であり、大差がある。この差は、横浜市
の想定する 地震の震度が神奈川県よりも一段階程度小さいことに起因している。 （添付
の「神奈川県と横浜市が想定する横浜市における地震の震度分布の比較」参照）

74 栄区
80歳代

～

港湾局 山下ふ頭再開発調整室 　山下ふ頭再開発調整課 御中
横浜市栄区▢▢　▢▢ すなわち、死者数は建物の倒壊、火災発生、がけ崩れ、道路破壊などの
震災被害の規模を 表しており、横浜市の震災対策は消火、救急、避難所・仮設住宅、食
料・飲料水備蓄など において、最悪の事態を想定したものになっていないことを意味して
いる。 増加している高層建築の火災対応や居住者救助、被災後の居住場所確保など横浜市
の震災 対応は、果たして行き届いているのだろうか？
以上

75 西区 60歳代

横浜があらゆる世代にとって魅力的であり続けるために山下埠頭再開発地域に横浜市民の
象徴的な場所としての多機能図書館を提案します。教育水準と国民の幸福度が高い北欧に
は、子どもからお年寄りまで誰もが居心地よく過ごせるようデザインされた多機能図書館
が発展しています。私は横浜市全体の中で人、もの、ことが魅力的につながる場所が必要
だと考えました。横浜港の眺望を仰ぎリラックスしながら滞在できる施設で、自らの思い
や想像を巡らせるプライベート空間に、共有スペースではグループで話し合うことも可能
でミーティングなどに活用できるスペースも多数用意します。多様な意見の存在を知りよ
りよい共通項を積み上げていく経験は、高等教育や社会に出てからも有用な力となりま
す。子育て中の家族が気兼ねなく演劇や音楽を楽しむことができるホールも併設し、自由
な発想で造形活動ができる（幼児の造形活動から創造力を育む：レッジョ・エミリア教
育）施設も併設します。絵本や児童書はふれあい重視の紙媒体とし、分野によってはデジ
タルアーカイブ的な方法で学習や検索ができるようにします。PCや先端機器を時間貸し、
環境に恵まれない子も使えるようにします。

76 西区 60歳代

有識者会議の方達のご意見の中から、市の中心地の中にありながら、山下公園との繋がり
も含めた公園のような自然が保全されたスペースを保つことの重要性についてご提案があ
り、私も賛成だと思いました。山下埠頭寄りの部分は公園の延長のような広場と屋根付き
のオープンスペースに、マルシェやイベント開催など、横浜市内１８区の人、物、こと
（経験）がつながるような仕組みを持たせたいと考えました。また、一部の方が、市民か
らは大きな意見が出ないと言ったご意見があったかと思いますが、直前に提示させていた
だいた多機能図書館も含めて、市民が幸せな生活を営んでゆくために、夢や希望を抱きな
がらものを考えるスペースを作っていくことの重要性を提案したいと思います。若者の自
殺が多く、ジェンダーギャップ指数が145ヶ国中125位と残念な結果だった日本は、裏を返
せば、この問題改善で幸せ度急浮上の可能性を秘めているとも言えます。みなとみらい地
区にグローバル企業の本社や研究機関が集まっているという利点を生かし、企業が海外で
蓄積してきた経験を地域に生かしてもらう場を設け、市民との交流から活性化につなげら
れれば幸いだと考えております。
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77 南区 70歳代

1127-1)
④「地域関係団体の参加について」、⑤「市民参画のあり方について」において、「市民
活動」の視点が抜け落ちているを指摘したい。まちづくりは「経済」「産業」だけで成り
立つわけではない。当局が検討委員会に参加させようとしている「地域活動団体」とは、
リストを見ると実はこの経済・産業団体です。これらの団体が担っているのは市民生活の
一部でしかありません。まちの課題の解決は市民の自主的な活動に負っている部分が非常
に大きく、それによってまちの発展がもたらすことができます。主役は市民活動であり、
経済・産業はむしろ市民生活のインフラ整備ということができます。

市民の自主的な活動は次のようにさまざまな分野に及んでいます。
・文化　・芸術　・福祉　・教育　・人権　・環境　・労働　・教育　・家庭　・女性
・青少年　・暮らし　・食　・災害　・地域社会　・交通　・スポーツ　・伝統　・歴史
・国際交流　・コミュニティ　・ユニバーサルデザイン　・ダイバーシティ　・公共　・
協働

これらのテーマで活動する市民グループは市内に何百、何千とあります。規模や組織形態
は様々ですがそれぞれ(→続く）

78 南区 70歳代

1127-2) →１より続く
これらのテーマで活動する市民グループは市内に何百、何千とあります。規模や組織形態
は様々ですがそれぞれテーマごとにネットワークを構築したり、行政と連携したり脈々と
活動を続けています。横浜市では2000年頃から「協働のあり方の検討」をそれこそ協働で
進めてきた経緯があります。「市民活動支援センター」や「市民活動共同オフィス」を各
区に整備してきました。各区の地域振興課でも市民活動を推進するミッションがあり市民
活動グループと連携して様々な課題を解決しようと活動しています。政策局、市民局をは
じめ横浜市各局や外郭団体でも市民活動をサポートする活動を行い連携を図っています。

まちづくりや市民生活の課題解決に実践的に携わっている市民グループこそがオーソリ
ティと言えます。彼らの声を聞き、知恵を集めて、さらに大きな力に結集することが「新
しいまちをつくる」ことに必要だと思います。

18

01181096
テキストボックス
※次のような内容につきましては公表しておりませんので、御承知おきください。　①山下ふ頭の再開発に関連しない事項　②個人及び団体に関する誹謗中傷　③「横浜市の保有する情報の公開に関する条例」に基づく個人情報



山下ふ頭再開発検討委員会ファクトシート
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１.横浜港の概要

客船入港数 国内第１位
（2023年見込、約200回）

コンテナ貨物取扱数 国内第２位
（2022年、298万TEU）

完成自動車取扱台数 国内第３位
（2022年、68万台）

外航船寄港数 国内第１位
（1964年以降59年間連続）

日本を代表する総合港湾横浜港
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１.横浜港の概要

○東アジアと北米西岸を結ぶ北米航路における
ファースト・ラストポート

○東京湾の湾口に近接
○静穏な海域と自然水深が深い天然の良港

（河川の流入がないため定期的な浚渫が不要）

横浜港の地理的条件
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１.横浜港の概要
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４ 自動車取扱機能の強化
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６ 脱炭素化・防災力向上の取組
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２.港湾を取り巻く状況

国際コンテナ戦略港湾を推進

⇒ 基幹航路の維持・拡大

○我が国の輸出入貨物の99.5％が海上輸送
○横浜港における定期航路のコンテナ化率は90.8％
○コンテナ物流はグローバルサプライチェーンの基礎
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２.港湾を取り巻く状況

国際コンテナ戦略港湾を推進

基幹航路の維持・拡大の必要性

〇我が国がコンテナ船の基幹航路から外れ、上海港、釜山港等で積み替えと

なってしまうと、貨物の輸送に時間を要する、貨物が傷む、国際情勢により

貨物が停滞してしまうなど、我が国経済に甚大な支障が生ずる恐れがある。

国際コンテナ戦略港湾の推進
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■定期コンテナ航路の就航状況（外貿コンテナ）

・Dutch Harbour

・大連

釜山・青島・ ・Long Beach

・Oakland

Brisbane・

・SydneyAdelaide・
Fremantle・

香港・

Bangkok
Laem Chabang・

Tanjung Pelepas・

・Tauranga

・Honolulu

Port Elizabeth・

Durban・

・Port Louis

Singapore

高雄・

・Manila

・Vancouver
Seattle

New York・

Norfolk・

Savannah・

Boston・

・Balboa

・Callao

・San Antonio

上海・

中南米 ５航路

北米西岸 ７航路

豪州 ２航路

韓国 ７航路

東南アジア 34航路

中国 38航路

合計 95航路

その他 １航路

・Prince Rupert 

横浜

・Melbourne

・Manzanillo

・Jakarta

・Vladivostok

(2023年10月31日現在）

Miami・

Charleston・

北米東岸 １航路

２.港湾を取り巻く状況

定期コンテナ航路の就航状況（外貿コンテナ）
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２.港湾を取り巻く状況

航路 横浜港 東京港 大阪港 神戸港 名古屋港

北米西岸 ７ 7 3 4 ２

北米東岸 １ 0 0 0 0

欧州 ０ 1 0 1 1

中南米 5 0 0 0 0

豪州 2 1 1 1 0

アフリカ 0 0 0 0 0

合計 15 9 4 6 ３

国内最多の基幹航路数

（2023年11月現在）

国内主要港湾における基幹航路数の比較
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11

必要岸壁水深：-14m

必要岸壁水深：-18m

必要岸壁水深：-16m

必要岸壁水深：-15m

2021年３月
MSC ISABELLA

（積載TEU：23，656TEU）
南本牧ふ頭MC４に入港

２.港湾を取り巻く状況

コンテナ船の超大型化

横浜港大黒
（13m 81年2月供用）

横浜港大黒
（14m 92年10月供用）

横浜港南本牧
（16m 01年4月供用）

横浜港南本牧
（18m 15年4月供用）

神戸港ＰＩ２期
（15m 96年4月供用）

（ ： 国内の最大水深の状況）
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出典：横浜港統計年報、「世界のコンテナ輸送

と就航状況」日本郵船調査グループ※超大型コンテナ船：10万トン以上8,000TEU以上

２.港湾を取り巻く状況

横浜港の超大型コンテナ船※の入港隻数と世界の就航隻数の推移



１ 横浜港の概要
２ 港湾を取り巻く状況
３ 国際コンテナ戦略港湾の推進
４ 自動車取扱機能の強化
５ クルーズ船の誘致と
観光による市内経済の活性化

６ 脱炭素化・防災力向上の取組
７ 山下ふ頭再開発検討の経緯

13
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○荷さばき、流通加工、保管等の
複合機能を有する物流施設の
コンテナターミナル近傍への立地
を促進

○国内外とのフィーダー航路網の
強化の促進

国際コンテナ戦略港湾への
「集貨」

国際コンテナ戦略港湾背後
への産業集積による「創貨」

○コンテナ船の大型化や取扱貨物
量の増大等に対応した大水深コ
ンテナターミナルの機能強化

○良好な労働環境と世界最高水
準の生産性を確保するため、
「ヒトを支援するＡＩターミナル」
を実現

国際コンテナ戦略港湾の
「競争力強化」

※令和４年国際コンテナ戦略港湾政策推進ＷＧ（第４回）より一部抜粋

●横浜川崎国際港湾株式会社（YKIP）の設立（2016.1）

●国の負担金支援によるYKIP
の航路網拡充等の集貨活動

●国際フィーダー網の拡充

●本牧、南本牧、新本牧ふ頭に
おけるロジスティクス拠点形成
の整備

●南本牧、新本牧ふ頭における
大水深・高規格コンテナターミ
ナルの整備

３.国際コンテナ戦略港湾の推進

国際コンテナ戦略港湾

横浜港の取組
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(1) 競争力強化の取組
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(1) 競争力強化の取組

○国内最大唯一の水深-１８ｍ、延長１,６００ｍの岸壁
⇒世界最大の超大型コンテナ船の受入が可能

○横浜スタジアム約135個分のヤード面積
○２０２１年より一体運用を開始し、多方面の航路の船舶が船型やスケジュール
などに応じ、施設全体を柔軟に利用できる画期的な運用が実現

南本牧ふ頭に寄港する超大型コンテナ船
「MSC ISABELLA」最大積載数:23,656TEU 

南本牧ふ頭コンテナターミナルの整備
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(1) 競争力強化の取組
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(1) 競争力強化の取組

○現状、Ｄ５ターミナルに船舶が着岸している場合に、Ｄ４ターミナルへの
超大型船の着岸ができないため、Ｄ４・Ｄ５の一体運用を進める。

○ヤードの拡張等の再整備を実施
○Ｄ５ターミナルの荷役方式を

ストラドルキャリアから、
生産性の高いＲＴＧ
（タイヤ式門型クレーン）に転換

超大型コンテナ船の接岸状況

本牧ふ頭に寄港する超大型コンテナ船
「CMA CGM ARGENTINA」

最大積載数:15,074TEU 南米航路

本牧ふ頭コンテナターミナルの再整備（2021年度から事業開始）
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(1) 競争力強化の取組
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(1) 競争力強化の取組

○水深-18ｍ以上、延長1,000ｍの岸壁を持つ高規格コンテナターミナル
○高度な流通加工機能を有するロジスティクス施設
○これらを一体的に配置した最新鋭の物流拠点の形成を目指す。

【 新本牧ふ頭整備イメージ図 】

新本牧ふ頭の整備（2021年度から埋立開始）



21

(1) 競争力強化の取組

○ＣＯＮＰＡＳを我が国で初めて南本牧ふ頭で2021年から本格導入
これによりゲート前の平均待機時間が30分から7分となり大きな削減効果があり、
2022年12月には南本牧ふ頭のＣＯＮＰＡＳ予約時間枠を8時30分に拡大
（従来は搬入10時、搬出9時30分）予約枠が1,150台/日から1,400台/日に増加
（搬入550台/日から700台/日、搬出600台/日から700台/日）

○2023年度は本牧ふ頭ＢＣ及びＤ１ターミナルで国と連携して試験運用を実施

国の出典：
港湾の電子化（サイバーポート）推進委員会 資料

横浜港のＣＯＮＰＡＳの取組
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(1) 競争力強化の取組

○働きやすい快適な労働環境を創出し、人材確保につなげるため、現在本牧ふ頭
ＢＣターミナルではＲＴＧ（タイヤ式門型クレーン）について、管理棟からの
遠隔操作の実証事業を行っており、2023年の本格稼働を目指している。

○民間事業者による荷役作業員を支援するデジタル技術（パレタイザー）の導入

遠隔操作ＲＴＧによる荷役作業

【重量センサー等のデジタル技術の導入により、パレットの上に
均一の荷姿で貨物を集積する設備（パレタイザー）の状況】

パレタイザー

民間事業者におけるDXの導入
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(2) 創貨の取組
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(2) 創貨の取組

ロジスティクス拠点の整備

〇臨海部の物流拠点は、保税上の利便性や迅速な貨物の配送などの環境が整って
おり、輸送の効率化や雇用の確保などの点でも注目

〇横浜港では、生産拠点の海外移転なども踏まえ、これまで中心であった輸出
貨物に加え、輸入貨物の取扱機能強化策としても重要

○コンテナターミナルの近接地に流通加工や温度管理等の高機能な物流サービス
を提供するロジスティクス施設を集積、現在は４棟が稼働し、４棟が建設中、
2025年度までに合計10棟のロジスティクス施設が稼働予定

Ａ 突堤 平面図 貼り付け予
定

本牧ふ頭Ａ突堤ロジスティクス拠点形成

稼働中

稼働中

稼働中 建設中

建設中
稼働中
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(3) 集貨の取組

国内港湾との連携による集貨の取組

＜苫小牧港管理組合＞
荷主の利便性向上等を図るため、苫小牧港と連携について協定を締結（2018年3月）

＜岩手県＞
荷主の利便性向上等を図るため、岩手県内の４港湾との連携について協定を締結

（2018年2月）

＜宮城県＞
内貿振興に向けた連携について仙台塩釜港と協定を締結（2011年1月）

＜福島県＞
荷主の利便性向上等を図るため、協定を締結（2019年2月）

＜太田国際貨物ターミナル（OICT）＞
荷主の利便性向上等を図るため、協定を締結（2018年8月）

＜茨城県＞
荷主の利便性向上等を図るため、協定を締結（2022年12月）

＜青森県＞
内貿振興に向けた連携について八戸港と協定を締結（2009年6月）



苫小牧港 ４便/週

八戸

大船渡

仙台塩釜

常陸那珂

鹿島
横浜清水

御前崎阪神

室蘭

宮古

門司

博多

釜石

名古屋

（2023年５月現在）

苫小牧

八戸港 ３便/週

釜石港 １便/週

仙台塩釜港 5.5便/週

常陸那珂港 1.5便/週

鹿島港 1.5便/週

清水港 ５便/週

御前崎港 ２便/週

名古屋港 ６便/週

阪神港 ４便/週

博多港 ２便/週

門司港 １便/週

四日市

四日市港 １便/週

26

(3) 集貨の取組

合計 約38便/週

横浜港寄港の国際フィーダー航路
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(3) 集貨の取組

【横浜港の取扱個数】

298万個※

外貿：263万個

内貿： 35万個

0
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輸出 輸入 内貿
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25

30

35

40
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移出 移入

（万個）

【コンテナ個数の推移】 【内貿コンテナ個数の推移】

（万個）

内貿コンテナ個数は、

前年比21.8％増で過去最高

コンテナ個数（2022年速報値）

※ 個 ： 20フィートで換算したコンテナ個数
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３.国際コンテナ戦略港湾の推進

世界の港湾別コンテナ取扱個数ランキング アジア主要港のコンテナ取扱個数

1990年

港 名 取扱量

1 シンガポール 522

2 香港 510

3 ロッテルダム 367

4 高雄 349

5 神戸 260

6 釜山 235

7 ロサンゼルス 212

8 ハンブルグ 197

9 NYニュージャージ 190

10 基隆 181

11 横浜 165

13 東京 156

24 名古屋 90

2022年（速報）

港 名 取扱量

1 上海 4,730

2 シンガポール 3,729

3 寧波 3,335

4 深圳 3,004

5 広州 2,418

6 青島 2,567

7 釜山 2,208

8 天津 2,102

9 ロングビーチ 1,905

10 香港 1,669

46 東京 493

70 横浜 298

72 神戸 289

1995年

港 名 取扱量

1 香港 1,255

2 シンガポール 1,185

3 高雄 523

4 ロッテルダム 479

5 釜山 450

6 ハンブルグ 289

7 横浜 276

8 ロサンゼルス 256

9 ロングビーチ 239

10 アントワープ 233

12 東京 218

22 名古屋 148

23 神戸 146

出典：国土交通省港湾局「関税・外国為替等審議会 関税分科会(令和5年10月5日) 資料２『国際コンテナ戦略港湾政策について』」

社団法人日本港湾協会発行、「1998年版 数字で見る港湾」、IMF「World Economic Outlook」より作成

日本と中国の名目GDP推移（兆ドル）

1990年

日本 3.2 約
８
倍中国 0.4

1995年

日本 5.5 約
８
倍中国 0.7

2022年

日本 4.2 約
１
／
4中国 17.9
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コンテナ港湾の効率性を測る指標「CPPI」で、2020年に横浜港が世界一を獲得

○世界銀行は、2020年コンテナ港湾生産性指数において横浜港が世界一と発表

○横浜港における効率的なコンテナターミナルの運営や高品質な港湾サービスが総合

的に評価

Rank Port name
1 YOKOHAMA
2 KING ABDULLAH PORT
3 QINGDAO
4 KAOHSIUNG
5 SHEKOU
6 GUANGZHOU
7 HONG KONG
8 ZHOUSHAN
9 SALALAH

10 YANGSHAN

CPPI 2020 ランキング（Administrative approach）

横浜港の国際競争力

“Container Port Performance Index 2020” ©World Bank & IHS Markit 

３.国際コンテナ戦略港湾の推進



30出典：UNCTAD統計データより作成

〇世界中のコンテナ取扱量が2021年において対2000年で約4倍に増加している

なか、東・東南アジア（日本を除く）における取扱量は約4.5倍に増加（同年比）

〇日本も、北米や欧州と同様コンテナ取扱量も2021年において対2000年で2倍

以上増加しているが、取扱量全体に占める割合は低い。

コンテナ取扱量の推移（億TEU）

世界各地域の港湾におけるコンテナ取扱量の推移
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３.国際コンテナ戦略港湾の推進

各地域のコンテナ取扱量の推移

2000年 2021年

全世界 2.2億TEU 3.8倍 8.4億TEU

日本 0.1億TEU 2.0倍 0.2億TEU

東・東南アジア
（日本除く）

1.0億TEU 4.5倍 4.5億TEU
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31出典：横浜市港湾局「横浜港統計年報」、「港湾統計（年報）」より作成

〇横浜港は、外貿貨物のうち輸出が2008年をピークに減少傾向。輸入が輸出を

上回る。

〇国内でも、1990年代以降輸入が輸出を上回っている。

〇2022年（令和4年）度貿易赤字21.7兆円、過去最大

海上出入貨物取扱量（コンテナ）の推移

３.国際コンテナ戦略港湾の推進



１ 横浜港の概要
２ 港湾を取り巻く状況
３ 国際コンテナ戦略港湾の推進
４ 自動車取扱機能の強化
５ クルーズ船の誘致と
観光による市内経済の活性化

６ 脱炭素化・防災力向上の取組
７ 山下ふ頭再開発検討の経緯
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４.自動車取扱機能の強化

自動車貨物取扱

○横浜港の輸出取扱貨物量の約５割は自動車関係品目
○完成自動車取扱台数(2022年) 国内第３位

横浜港合計
28,924千トン

2022年
（速報値）

単位：千トン
出典：横浜港統計データ

単位：台・％

順位 税関名 輸出入計 構成比

1 名古屋（愛知県） 1,203,848 22.4%

2 三河（愛知県） 903,375 16.8%

3 横 浜 680,870 12.7%

4 広島（広島県） 382,594 7.1%

5 日立 ( 茨城県） 283,586 5.3%

　完成自動車取扱台数（2022年）

出典：財務省貿易統計より港湾局作成
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４.自動車取扱機能の強化

完成自動車輸出先と自動車専用船大型化

○輸出先は豪州・南米・北米・アジア・アフリカなど世界各国へ。
○自動車専用船は、世界的に年々大型化が進む。

単位：千トン
出典：横浜港統計データ

大黒ふ頭合計
8,806千トン

2022年
（速報値）

大黒ふ頭 完成自動車輸出貨物量（国別）

その他

オーストラリア

279

3.2%

443

5.0%407

4.6%
350

4.0%

302

3.4%

462
5.2%

506
5.7%

1,747
19.8%

3,398
38.8%

48,768 

51,046 
51,432 

52,255 
52,538 

2018 2019 2020 2021 2022

横浜港における自動車専用船の
大型化（１隻当たりの平均トン数）

単位：トン/隻
出典：横浜港統計データ（2022年は速報値）

(年)
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４.自動車取扱機能の強化
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４.自動車取扱機能の強化

東日本最大の自動車取扱拠点大黒ふ頭の整備

○自動車専用船の大型化や着岸隻数の増加に対応
○岸壁や荷捌き地の改良、コンテナターミナルの自動車ターミナルへの転換により、

日本最大級となる大型自動車専用船11隻が同時に着岸可能な自動車取扱拠点に
○今後は、世界的な脱炭素化の潮流を踏まえ、電気自動車の輸入に向け、

民間事業者と連携しながらＰＤＩ施設の整備や荷捌き地の拡張等、機能強化を推進



１ 横浜港の概要
２ 港湾を取り巻く状況
３ 国際コンテナ戦略港湾の推進
４ 自動車取扱機能の強化
５ クルーズ船の誘致と
観光による市内経済の活性化

６ 脱炭素化・防災力向上の取組
７ 山下ふ頭再開発検討の経緯
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５.クルーズ船の誘致と観光による市内経済の活性化

〇コロナ禍前2019年のインバウンドによる旅行消費額は、半導体や自動車部品の

輸出額を上回っている。

〇今や観光立国として、インバウンドの受入は日本経済にとって不可欠な状況

（兆円）

出典：貿易統計（財務省）：製品別自動車除く、訪日外国人消費動向調査より作成

訪日外国人旅行消費額
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５.クルーズ船の誘致と観光による市内経済の活性化
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５.クルーズ船の誘致と観光による市内経済の活性化

横浜のクルーズ船受入機能 （世界最大レベルの7隻同時着岸可能）

新港ふ頭

大さん橋

山下ふ頭

横浜ベイブリッジ

大黒ふ頭

新港ふ頭客船ターミナル
L:340ｍ D:9.5m

（Max.Size: 110,000GT)

山下ふ頭
L:420ｍ D:12m

（Max.Size: 110,000GT)
大さん橋国際客船ターミナル

L:450ｍ D:10-12m

（Max.Size: 110,000GT)

本牧ふ頭A突堤
L:600ｍ D:12m

（Over.Size: 120,000GT)

大黒ふ頭客船ターミナル
L:1,030ｍ D:10-12m

（Over.Size: 120,000GT)

本牧ふ頭
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５.クルーズ船の誘致と観光による市内経済の活性化

○ベイブリッジを通過できない超大型クルーズ船に対応
○自動車ヤードを活用しドライブ＆クルーズの実施
○隣接する上屋を空調、トイレ等の整備により客船ターミナルとして改修し、

日本で唯一超大型クルーズ船の２隻同時オペレーションが可能

大黒ふ頭客船ターミナル（2019年4月供用）
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５.クルーズ船の誘致と観光による市内経済の活性化

新港ふ頭客船ターミナル（2019年10月供用）

○日本初の商業・ホテル一体型の複合客船ターミナル
○開発にＰＰＰ（Public Private Partnership）方式を採用

（市有地を貸し付け、地代を１階ＣＩＱの床の賃借料に充当）
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５.クルーズ船の誘致と観光による市内経済の活性化

大さん橋国際客船ターミナル(2002年供用)
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５.クルーズ船の誘致と観光による市内経済の活性化

クルーズ船一隻あたりの経済波及効果

○世界一周クルーズ（50,000総トン）→ 約3億2,500万円

○アジアクルーズ （110,000総トン）→ 約1億7,500万円

経済波及効果

直接効果
クルーズ船が寄港するたびに、入出港に伴う諸経費をはじめ、給油・給水や食材、
アメニティグッズ等の各種船用品の需要が発生するとともに、乗客や船を見に来る
観光客の土産物や飲食等の支出が発生

１次間接波及効果
観光消費の発生により、原材料購入等を通じ、関連産業の生産を誘発

２次間接波及効果
直接・第1次間接波及効果の発生による雇用者所得の増加から、消費支出が増加
し、関連産業の生産を誘発



〇地方の港湾に多く、朝着岸し、船に荷物を置いたまま乗船客が観光等に

出掛け、 夕方に同じクルーズ船に戻り出港

45

５.クルーズ船の誘致と観光による市内経済の活性化

横浜のクルーズ船寄港に関する状況

一 時 寄 港

〇交通アクセスの優れた都市部の港湾に多く、着岸すると乗客がすべて

下船し、新たなツアーを開始

〇下船客の多くは観光し、空港等から帰国、乗船客は日本各地または海外から

空港等経由で港に来訪

〇クルーズ前後の市内での観光や前後泊も望め、より大きな市内への経済

効果が見込める。

発 着 寄 港

横浜港は、９割以上が発着寄港

＜クルーズ寄港のパターン＞
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５.クルーズ船の誘致と観光による市内経済の活性化

〇2019年の発着寄港回数はアジアで4位 「東アジアのクルーズ発着拠点」
○202３年3月から外国船による国際クルーズが再開
○2023年の寄港回数は、過去最多を記録した2019年の188回を上回る約200回

（日本最多）となる見込

横浜のクルーズ船寄港に関する状況

33 48 37 40 57 70 87

3 0 0

119 97
90 87

121 98
101

44 72 82

200

0

50

100

150

200

250 クルーズ船寄港回数
外国船

日本船

152 145
127 127

178 168
188

47
72 82

200

（クルーズライン国際協会調査より作成）

2019 年アジアにおける
発着寄港回数

順位 港湾 発着数

1 シンガポール 306

2 上海 221

3 基隆 220

4 横浜 131
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５.クルーズ船の誘致と観光による市内経済の活性化

○2022年の訪日クルーズ旅客数はゼロ、我が国港湾への寄港回数は
前年比71.4%増の720回（全て日本船社）となった。（速報値）

○2023年の寄港回数は1,826回（うち外国船社1,260回）となる予定

日本のクルーズ船寄港に関する状況
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５.クルーズ船の誘致と観光による市内経済の活性化

〇日本におけるクルーズ再興に向け、安心してクルーズを楽しめる環境づくりを進め、
訪日クルーズ旅客を2025年にコロナ前ピーク水準の250万人まで回復させるとと
もに、外国クルーズ船の寄港回数がコロナ前ピーク水準の2,000回を超えることを
目指した取組を推進する。

〇地方誘客を進めるための外国クルーズ船が寄港する港湾数について、2025年に
コロナ前ピーク水準の67港を上回る100港とすることを目指して取り組む。

【観光立国推進基本計画（2023年３月３１日閣議決定）】

クルーズ再興に向けた訪日クルーズ本格回復への取組
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５.クルーズ船の誘致と観光による市内経済の活性化

みなとみらい２１地区の回遊性向上と賑わい創出
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５.クルーズ船の誘致と観光による市内経済の活性化

みなとみらい２１地区の回遊性向上と賑わい創出

【カフェ・ランニングステーション施設イメージ】 【グランピング施設2021年8月供用】

〇港湾施設条例改正による港湾緑地への民間施設整備
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５.クルーズ船の誘致と観光による市内経済の活性化

みなとみらい２１地区の回遊性向上と賑わい創出

■本市はアジアで初めて、南フランス・
ヴァール県の商工会議所とライセン
ス契約を締結

■都心臨海部80店舗（飲食・物販店等）
以上が加盟

■クルーズ旅客やクルーを対象に、割引、
英語対応、早朝営業等のサービス
を提供

クルーズ・フレンドリー・プログラム

■主催：（一社）横浜港振興協会
対象：旅行会社（JTB、名鉄観光、郵船トラベル等）

■流れ
客室見学等ホテル紹介→食事（ホテルレストラン）
→ 横浜観光・クルーズ案内

サロン・ド・ヨコハマ

案内板の説明と
QRプレート

みなと街歩きガイドブック
ウェブアプリ

（15か国語対応）

ガイドブック・アプリ・街中の案内板の一体運用

ベイウォークマーケット

■主催：BAY 
WALK MARKET 
2023 実行委員会

■民間事業者と連携
し、カップヌードル
ミュージアムパーク
～赤レンガパーク
間の水際線約１㎞
でマーケットを開催

■年３回実施、７月は延べ20万人以上、１０月は延べ
２４万人以上の方がご来場、12月にも開催を予定



１ 横浜港の概要
２ 港湾を取り巻く状況
３ 国際コンテナ戦略港湾の推進
４ 自動車取扱機能の強化
５ クルーズ船の誘致と
観光による市内経済の活性化

６ 脱炭素化・防災力向上の取組
７ 山下ふ頭再開発検討の経緯
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６.脱炭素化・防災力向上の取組

エコバンカーシッピング㈱提供

臨海部における民間事業者等と連携した取組

「Zero Carbon Yokohama」
2050年までの温室効果ガス実質排出ゼロの実現

2018年10月にゼロカーボンヨコハマを宣言

「ゼロカーボン市区町村協議会」会長

として、財務省・環境省に提言書を提出

みなとみらい２１地区「脱炭素先行
地域に選定」大都市における脱炭

素モデル構築

岡本財務副大臣（当時）（左から２番目） 山口環境大臣（当時）（左から3番目）
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６.脱炭素化・防災力向上の取組

All Ships Container ships
Crude tankers

〇港湾内の船舶から排出される CO2 等の排出ガスを把握し、削減に向けた取組を

官民で進めるため、Right Ship社の「Maritime Emission Portal」の活用を

通じて、船舶からの排出ガスのより正確な把握に努め、DX 推進によるカーボン

ニュートラルポートの形成に取り組みます。

日本初！船舶からの排出ガスの可視化サービスの活用

ライトシップ社とは
2001 年に設立。本社はオーストラリア・メルボルン。ESG にフォーカスした世界有数のデジタル海事プラットフォームであり、
グローバルな安全性、持続可能性、社会的責任の実践に関する専門知識を提供。現在では800 社以上の顧客がライトシップ社の
デューデリジェンス、環境、検査サービスを利用しており、リスク管理と全体的な海上安全基準の向上を支援している。
(www.rightship.com)

http://www.rightship.com/
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６.脱炭素化・防災力向上の取組

臨海部における民間事業者等と連携した取組

〇風力発電による水素活用実証事業（2015～2020年度）

風力発電所ハマウィングにより製造した水素を燃料電池フォークリフトに使用する

水素供給システムの実証実験
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６.脱炭素化・防災力向上の取組

臨海部における民間事業者等と連携した取組

〇自立型水素燃料電池システム（2015年～継続）

太陽光パネルと自立型水素燃料電池を導入した電力ピークカットや、非常用電源

活用の実証事業

横浜港流通センター
Yokohama Port Cargo Center

【実証を通じた検証・検討内容】

 グリーン水素(設置当時はCO2フリー水
素と呼ぶ)の製造と供給

 「ピークカット運転」可能性を実証
 災害時の非常用電源としての利用

可能性を実証

屋上に太陽光パネル
を設置。
（発電容量：約25kW）

H28年3月末
本体設置完了
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６.脱炭素化・防災力向上の取組

民間事業者等による脱炭素化に向けた取組

〇横浜川崎国際港湾株式会社（ＹＫＩＰ）、横浜港埠頭株式会社（ＹＰＣ）
及び大黒ふ頭自動車ターミナル事業者による再生可能エネルギー由来の電
力を使ったターミナル運営

再エネ由来の電力を供給する施設
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６.脱炭素化・防災力向上の取組

臨海部における民間事業者等と連携した取組

〇メタネーションの実証試験（2022年～継続）

下水道センターやごみ焼却工場からバイオマス由来のCO2等の資源を供給

都市ガスの主成分となるメタンを生成するメタネーションの実証試験

メタネーションの実証試験 末広脱炭素化モデル地区
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６.脱炭素化・防災力向上の取組

LNGバンカリング船
エコバンカーシッピング株式会社 提供

全電気推進タグボート
東京汽船株式会社 提供

アンモニア燃料船タグボート（イメージ)
日本郵船株式会社 提供

〇全電気推進タグボートの運航やアンモニア燃料タグボートの実証運航
〇将来の水素燃料電池へ換装可能な荷役機械（ＲＴＧ）の導入
〇環境配慮船※へのインセンティブ制度の実施

※LNG燃料船、LNG燃料供給船、IAPH（国際港湾協会）が運営するESI制度の認証を受けた船舶など

民間事業者等と連携した取組



６.脱炭素化・防災力向上の取組

カーボンニュートラルポートとしての国際連携

・カーボンニュートラルポート形成について日米協力

・日米両政府・ロサンゼルス港湾局と共に

港湾の脱炭素化に向けたワークショップを開催

・日米豪印首脳会談（QUAD）の枠組みで横浜・ロサンゼルス・シドニー

・ムンバイの４港が連携、海運・港湾運営の脱炭素化を目指す

2022.5.23 日米首脳共同声明 2022.5.24 日米豪印首脳会合
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出典：外務省ホームページ（https://www.mofa.go.jp/mofaj/na/na1/us/page3_003322.html）
首相官邸ホームページ（https://www.kantei.go.jp/quad-leaders-meeting-tokyo2022/index_j.html）



６.脱炭素化・防災力向上の取組

Advancing GSC across the world

61



62

６.脱炭素化・防災力向上の取組

〇新本牧ふ頭における生物共生型護岸の整備

東京湾UMIプロジェクト

夢ワカメ・ワークショップ

金沢区白帆地区

臨港パーク山下公園前
（鉄鋼スラグ活用）臨港パーク

【浅場・藻場のイメージ】

〇森林と同程度のＣＯ₂を吸収する藻場・浅場の形成等

〇市民連携による活動

豊かな海づくり「ブルーカーボン」の取組と市民の連携
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Green Shipping Corridor NETWORK

川崎市より

H2

みなとみらい21地区
脱炭素先行地域

NH3

・

NH3

CO2

・・

e-methane

・

Green Shipping Corridor

NETWORK

東京湾ＵＭＩポロジェクト

コンテナターミナル

H2

金沢臨海部

火力発電所・工場

生物共生型護岸

自動車ターミナル

ブルーカーボン

合成燃料

H2

(MCH)

H2

(MCH)

火力発電所・工場

メタネーションクルーズターミナル

上瀬谷等市街地

H2

水素等輸入拠点

横浜が目指す脱炭素イノベーションの方向性

６.脱炭素化・防災力向上の取組



６.脱炭素化・防災力向上の取組
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＜耐震強化岸壁の整備状況（R5.3.31）＞

みなとみらい1号岸壁
新港ふ頭9号岸壁

金沢木材ふ頭岸壁
本牧ふ頭BC1岸壁

本牧ふ頭BC2岸壁 山内ふ頭岸壁

本牧ふ頭D4岸壁
山下ふ頭2号岸壁

本牧ふ頭D5岸壁

南本牧ふ頭MC2岸壁

大黒ふ頭T4岸壁南本牧ふ頭MC3岸壁

南本牧ふ頭MC4岸壁 大黒ふ頭T5岸壁

新本牧ふ頭SH1岸壁 大黒ふ頭T6岸壁

大黒ふ頭T7岸壁

南本牧ふ頭MC1岸壁

新本牧ふ頭SH2岸壁

大黒ふ頭T8岸壁

みなとみらい2号岸壁

計画 整備済

緊急物資輸送用耐震強化岸壁 12 1,170 915 43.9%

幹線貨物輸送用耐震強化岸壁 10 2,380 1,670 41.2%

延長（ｍ）
バース数 整備率(％)凡例

※新港ふ頭9号岸壁は１岸壁２バース換算

震災時における緊急物資や幹線貨物の輸送を担う耐震強化岸壁の整備推進



６.脱炭素化・防災力向上の取組
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津波・高潮・高波対策として海岸保全施設の整備

＜海岸保全区域位置図＞

海岸保全区域
(金沢地区)

→ 整備完了

海岸保全区域
(大黒ふ頭)

＜大黒ふ頭 胸壁整備＞

胸壁

陸閘

直立消波ブロック

＜大黒ふ頭 陸閘整備＞

＜金沢地区 護岸復旧＞



６.脱炭素化・防災力向上の取組
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【直立消波ブロック】

【護岸の嵩上げ】

【護岸上部の賑わい】

○護岸の復旧仕様
【第1,2防護ライン】
消波ブロックの設置と護岸の嵩上げ
により、大潮の満潮及び伊勢湾台風
相当の高潮に、2019年の台風15
号の高波を重ねた想定し得る最大の
高潮、高波による浸水を防ぐことが
可能
【第3防護ライン】
年々激甚化する台風被害に備え、防
潮堤を整備

金沢区福浦地区護岸の復旧

〇2019年の台風15号による被災状況

〇護岸の復旧



１ 横浜港の概要
２ 港湾を取り巻く状況
３ 国際コンテナ戦略港湾の推進
４ 自動車取扱機能の強化
５ クルーズ船の誘致と
観光による市内経済の活性化

６ 脱炭素化・防災力向上の取組
７ 山下ふ頭再開発検討の経緯
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〇1964（昭和39）年には横浜港公共埠頭における取扱貨物量の３分の１以上を

扱う、主要埠頭

〇その後、コンテナ物流が主体となり、本牧、大黒等のコンテナ埠頭が建設され、

取扱貨物量が減少
〇現在でも、本牧等のコンテナ埠頭を補完する物流機能を担う。

山下ふ頭の取扱貨物量と着岸隻数の推移

（隻数）

山下ふ頭
36%

新港ふ頭
26%

高島ふ頭
13%

山内ふ頭
7%

瑞穂ふ頭
7%

大さん橋ふ頭 6%

出田町ふ頭 5%

1964（昭和39）年 取扱貨物量

公共埠頭計 657万トン
山下ふ頭 236万トン

（万トン）

７.山下ふ頭再開発検討の経緯

高度経済成長期～現在

出典：横浜市「横浜港統計年報」より作成 出典：横浜市「横浜港統計年報」より作成

（注）500総トン以上
の船舶による

0

50

100

150

200

250

300

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800
（注）1966年は500総トン

以上の船舶による

折線グラフ：貨物量（万トン）
棒グラフ：隻数（外航船）
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〇横浜ベイブリッジ桁下は55ｍで、大型コンテナ船の海面からの高さは60ｍ程度の
ため通過できない。

〇山下ふ頭の最大の岸壁水深は12ｍで、大型コンテナ船に必要な水深は16ｍ以深の
ため着岸できない。

〇山下ふ頭の最大水深の岸壁延長は420ｍ・奥行150ｍで、コンテナターミナルとして
必要な岸壁延長の900ｍ・奥行500ｍのヤードが確保できない。

７.山下ふ頭再開発検討の経緯

山下ふ頭にコンテナターミナルはできないのか？ ⇒ 困難

南本牧
コンテナターミナル

MC3、MC4

コンテナターミナルヤード

桁下
55m

60ｍ
程度横浜

ベイブリッジ

横浜ベイブリッジ桁下

山下ふ頭

150ｍ

500ｍ

水深
1２ｍ

水深
1８ｍ
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７.山下ふ頭再開発検討の経緯

山下ふ頭再開発検討の経緯

港湾計画改訂により、山下ふ頭を「都心臨海部の新たな

賑わい拠点」として都市的な土地利用への転換を位置付け

横浜市都心臨海部再生マスタープランを策定し、山下ふ頭

を含めて都心臨海部の一体的なまちづくりを推進

2014（平成26）年11月

2015（平成27）年２月

山下ふ頭再開発検討委員会学識者会合開催2023（令和5）年８月～

2021（令和３）年９月～

市民意見募集・意見交換会、事業者提案募集 等

カジノを含む統合型リゾート（IR）に頼ることなく、山下ふ頭

の持つ優れた立地と広大な開発空間を活かし、横浜経済を

けん引する開発を推進することを表明
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2023（令和５）年２月

2021（令和３）年12月～



ご清聴ありがとうございました



1 ⓒ寺島文庫

【【資料】（「寺島実郎の時代認識識 資料集」2024年新年号速報版より抜粋）
資料５



3 ⓒ寺島文庫

【資料】（「寺島実郎の時代認識識 資料集」2024年新年号速報版より抜粋）

4 ⓒ寺島文庫
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